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1 地方裁判所の支部の管鞘権につい
て

図
,侭
閲25年
14日

■

マ
リ

§二第69号i
§局長代理回

態
嘗
回答 鯏局昭和25年

4月14日
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開示に関する事務の取扱要綱につ
いて

－一

平成27年
4月6日

一而壺葡可
平成27年

巨1
三＝

高
官

一一ー ー

等裁判所長
，地方，家庭
銭判所長，最高

謡驚需蟇
陵判所事務総局
局課長，司法研
修
嘩
長
龍
、

9 裁判所
合研修所
最高裁判所
図書館長あて事
塵錘昼通知
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開示に関する事務の取扱要綱の実
施の細目について

0

4月6日

1
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■
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因
四
国

I嗣ロ 671
i等裁判所長
'，地方，家庭

鵜癸法曇高
害配官,最蟇
i判所事務総局
１
１
！

朏
服

９
９

|員総合
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慧鱒
所
事
判
て
・

裁
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達

高
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通

鎧
協

＝雫＝己ロ〃声■ロロ。
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4月6日

4

鋸鞠瀕瀧綴藤計玉
一部改正について

1

0

●
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平成27年
4月6日 閣

信
密
謁
臆
謝
局
働
■
ｑ
Ｉ
引
車
旧
■
３
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'一第386号
i等裁判所長
00地方，家庭
|判所長，避高

馨瀞諾
i判所事務総局
'腺長，司法研

i罷告雛蔑
i善雛裂霊
i総長通知

通知 鯵務局 平成29年
5月19日

5 暴霊錘

ｰ扉面

理につ

判
す
所が司
る個人瀧認識鮎
いて ． ．

平成27年
2月16日
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エ

I9司法研修所
,，裁判所職員
合研修所長，

露糎鶏
b

卜通達

蒲蓬
一 陸務局 半厩51¥

1月28日
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日
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移管に関する事務の取扱いについ
て

半戚ZZヰ

3月30日
竜

判所大法

・
務
司
裁
研
裁
あ
命

、古牽…UJ

蕊鵜

目達

慢研修所長，
§局局腺長，

1所図書館長
僧所長，最高
1所嘩員総合

ご事務総長依

通達 穆昏腺 半戚Z○牛
7月24日

8 公

つ

益通報に関する事務の取扱いに
いて

乎戚IU午

3月17日

●
■
一
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円
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ご
ロ
日
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■
■
ロ
ロ
伊
■
脚
凸
■
里
■
甲
■
ｇ
缶
囲

■

I

}一第伽348号
i等裁判所長
P,地方，家庭

調誇鰯
i牒長，司法研
務総局
司法研

薪婁: 裁判所

蕊
命通達

・
I員総合

i善露
i総長依

蒲運 総務局 平成18年
3月17日

9 公益通報に関する事務処理の運用‘
について

乎厩15¥

3月17日 箇
信
濁
寓
眉
付
田
彊
圏
測

I一環皿3DU号

等裁判所長
・地方家庭

謡藷 高
局
研
所
所
所
総

最
鱈
法
判

，
務
司
裁

研修
判
て
裁
あ
達

課長,･
爾長，

'二篭
書館長
局長通

通達 総務局 平成26年
8月8日

10 哉高露判所事務緯局等の組織につ
いて

半戚Iヰョ

月22日
:一第84号最
I裁判所事務総
；局牒長，司法

灌罷罐課
瀧籠課所
&，最高裁判所
I書館長あて事
E鋒畏彊蓬

通運 総務局 、壷回、＝■ ロ戸一一 ■

2月27日

（

11 情報公開個人情報保腰審査委員
会要綱について

平威Zﾉヰ

4月6日

０
Ｋ
■
Ｐ
ｒ
Ｄ
■
日
日
■
Ｉ

害
等
0

第672号
裁判所長
地方，家庭
網所長，最高
|判所大法廷首
i書配官，最高
鯛所事務総局
'課長，司法研
新長，裁判所
}員総合研修所

i鍋蕊糎
i総長通知

通知 秘書謀 千厩&ご手
5月19日
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席書配官，最高
裁判所事務総局
局課長，司法研

簑罷合雛濤
長，最高裁判所
図書館長あて事
務鶴長通達

巽調蕊謡溌琴宝蝿
の確保等について

通平成27年
12月16日

13

12月16日

最高裁判所が行う個人番号関係事
務における特定個人情報等の取扱
いについて

逓高裁判所力
務における串

鑿
庫務総局局腺

農蕊簿
最高裁判所図書
館長あて総務局
曇人事局長, 、
経理局長依命通
達

平成27年
12月16日

平成28年
12月22日

14

I

司法行政文書の管理について 平成244
12月6日

平成304
6月29日

（

赴高叡判所における司法行、
の管理の実施等について

16 平成244
12月6日

陣成304
月29日

人事管理文等の存期間等につ瞬習‘いて 霊夢雲
裁判所長，最高

騨壹蕊
修所長，銭判所
局課長，司法研

迩叩牒那月6日
17
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規
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則の運用について
平厩 ﾉヰノ

月14日
;＝栗Zay=

鰐蕊雲
金通蓬

通達 家庭局 了
月
成7年
14日
7

19 家庭裁判所医務室設匝について 昭和27年
5月12日 露

I

P

I

ﾚ

ﾚ

ﾄ

知
と｡
エ'長

通知 家庭局 昭和27年
5月12日．

20 ． 下級裁判所事務処理規則の運用に
ついて

平成6年7
月22日

一第182号
等裁判所長
，地方，家庭
判所長あて事
鱈長依命通達

蒲運 総務局 平成24年
3月26日

21
霊
判所鯛壷
工業所有
いて

墓
による租税関係およ
関係事件の醐査につ

、

昭和48年
6月21日

一第91号高

鶏葛篭お
事務総長依命
達

蒲
マー運 刷畢局 昭和48年

6月21日

22 裁判所
工業所驍蔓黙濡露綴篇
について

昭和60年
12月20日

テー第1'O9号
苗等載判所長
罫，地方裁判所
長あて行政局

鰡嚢員美挙
計異壷壷

通運 行政局 平成11年
3月30日

23

溌窒糠暴資羅溌認認
について

乎厩Uヰノ

月23日
E一弟Zaa号

繩碧声袰庭
R判所長あて総
§局長通知

通知 鱈務局 平成8年7
月23日

24 事務部をE<簡易譲判所の指定に
ついて

平成6年ノ

月21日
3－第207号

繩碧曜庭
6判所長あて総
5局長通知

通知 鰭務局 平成6年7
月21日

25 下級裁判所の事務局等の組織につ
いて

心 夕

乎厩U

月29日
;ー弟Z1a号

i等裁判所

鑿I,地方，
1判所長あ
f総長依命通達

通達 総務局 平成24年
3月26日

26 鱈1画ﾕ匡画画,X青正

官の設匠について

'、

圏旨星u正画 平威0ヰノ

月29日
:一第214号
i等裁判所長
I，地方，家庭
綱所長あて総
洞長依命通達

通達 総務局 平成26年
3月5日

27 腺長補佐の設置について 乎厩0年ノ

月29日
:一第215号

庭
総
連

長
家
て
通

所
，
あ
命

鯛
紡
職
賊

蒔
，
胸
剛
洞

通達 総務局

ト

平成24年
3月26日

28 腺に砥<係について 乎厩6ヰノ

月29日
露一弟ZZg号

高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて総
務局長依命通達

通達 健務局 平戚UUヰ
8月13日
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30

篭篭霧誘瀧認霧誤
裁判所鯛査官の員数の定めについ
て

平成24年
3月22日

通知

通知 総務局
■■■＝画釦促里一

、 ローー■ ■

月22日

31 総
家
の

犀÷丘一壷一画

圏
墜
回層
判耐反ひ家

について

所鯛査官を置く
庭裁判所の支部

平成17年
2月24日

啄働躍轌ー累皿

113号
遡却 鰭務局 半戚Iノヰ

2月24日

劃Z 窓歴露刊廓醐宜百灰ひ琢歴翫判刷

飼査官補の配匝，組の構成等につ
いて

昭和62年
3月19日

3号高
長官，
所長あ
長依命

第6
判所

籠

一
心
織
庭
事
達

通達 匿務局 昭和62年
3月19日

33 ′ 亦甦錘刊"『碩立圓垂U奉壁毎羽"U

胸壷官補により構成する組の数に
ついて

1

昭和62年
3月19日

'一第64号高

鶴薯籠ぁ
鑿務局鰍命

通達 恩務局 子奴UUヰ
3月6日

34 本庁勤務の医務室技官に支部事件
につき診断をさせる方法および支
部相互間における家庭裁判所醐査
官の利用について

贈和UZ¥

3月5日 号
所
庭

３
長
判
除
家

１
所
裁
を
て

第
判
庭
岡
あ
知

關
輔
胤
憾
Ｊ
髄

家
高
官
長
く
局

通知 家庭局 噸和aZ¥
3月5日

35 庁l
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本
し
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ﾛ務の家庭戯判所
3事件の鯛査を命
tいについて

琴
壷官に対
る場合等

昭和48年
3月23日
家一第64号家
庭局長回答

回答 家庭局 昭和48年
3月23日

36 鯛壷官研究費の取扱いについて
ノ

子厩Z5ヰ

1月25日
三
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鯛
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1月25日
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|月23日

38 大法廷首席書記官簿に関する規則
の運用について

半威0年ノ

月18日
一
等
‐
判
総

健
高
官
裁
務

183号
判所長

雲お霧
依命通達

罰
ー運、 息務局 辛戚ZO¥

2月13日

39 駿廷管理官の下に置く係について 乎厩0ヰノ
月18日

9－
E等
『，
陣…

胴

;184号

騨袰庭
;長あて総
依命通達

通達 鯵務局 平成22年
1月27日
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41 家事の自席吾記目埋ひ少ヰ”目啼

書記官を置く家庭裁判所の指定に
ついて

昭和59年
7月13日

§一第200号
；等裁判所長
『、地方、家庭
剛所長あて事
§総長通知

通知 総務局 昭和59年
7月13日

42 家事の首席書記官及び少年の百席
書記官を置く家庭裁判所の指定の
取消しについて

平成25年
3月4日
慾一第149号
奇等裁判所長
言，地方，家庭
髄判所長宛総務
計長通知

通知 総務局 平成25年
3月4日

43 晃事の首席書記官及び刑事の首席
菩記官又は首席書記官を置く簡易
髄判所の指定について

平成16年
2月27日

篭一第91号高
亭裁判所長官，
也方，家庭裁判
所長あて総務局
蔓通知

通知 総務局 平成16年
2月27日

44‘

霞書籍雪雲臺鯛羅朧塁
位ぴに次席書記官の員数について

平成30年
7月6白
総一第840号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長，家庭裁判所
長あて総務局長
通知

通知 総務局 平成30年
7月6日

45 高等裁判所経由を要しない報告事
項等について

◆ ー

平成19年
3月8日

患一第000188号
罰等裁判所長
罫

８
Ｖ

司
冒
庵

地方裁判所
家庭裁判所
蔓あて総務局長
圃知

通知 総務局 平成19年
3月8日

46 裁判所の保有する司法行政文書の
開示に関する事務の取扱要綱につ
いて

平成27年
4月6日
噌第670号
i等裁判所長
F,地方，家庭
綱所長，最高
畔ﾘ所大法廷首
漕記官，最高
削所事務総局
牒長，司法研
§所長，裁判所
損総合研修所
上，最高裁判所
l書館長あて事
;総長通知

通知 秘書課 平成27年
4月6日

47 既判刷TUﾉ沫伺9句司法1丁以X舌W

開示に関する事務の取扱要綱の実
極の細目について

平成27年
4月6日

ノ

ト書第671号
i等裁判所長
P,地方，家庭
綱所長,最高
剛所大法廷首

葛
記官，最高
所事務総局
i課長，司法研
斬長，裁判所
I員総合研修所
h，最高裁判所
I書館長あて事
骨錘尾涌逹

通達

、

秘書課 平成27年
4月6日
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49 下級裁判所が司法行政事務に関し
て保有する個人情報等の適切な管
理について

平成27年
12月16日

患一第1－425
号高等裁判所長
言，地方，家庭
髄判所長あて事
堅鍵長涌捧

通達 総務局 平成31年
1月28日

50 裁判所が司法行政事務に関して保
有する個人情報の取扱要綱の実施
の細目について

平成27年
4月6日
総一第389号
高等裁判所長
官，地方，家庭

義
判所長，最高
判所大法廷首
席書記官，最高
裁判所事務総局
局課長司法研
修所長，裁判所
職員総合研修所
長，最高裁判所
図書館長あて事
務総長涌逹

通達 総務局 平成29年
5月19日

51 公益通報に関する事務の取扱いに
ついて

平成18年
3月17日

騒一第000348号
葛等裁判所長
罫，地方，家庭
髄判所長，最高
溌判所事務総局
計課長，司法研
参所長，裁判所
賎員総合研修所
蔓，最高裁判所
副書館長あて事
場総長依命通達

通達 総務局 平成18年
3月17日

52 公益通報に関する事務処理の運用
について

平成18年
3月17日

ドー第000350号
i等裁判所長
,,地方，家庭
洋ﾘ所長，最高
洋ﾘ所事務総局
'課長，司法研
斬長，裁判所
}員総合研修所
;，最高裁判所
|書館長あて総
i局長頚達

通達 総務局 平成26年
8月8日

53 裁判所の保有する情報及び情報シ
ステムの取扱いについて

平成19年
3月16日

可奴弟UUUIDD=

訂等裁判所長
ﾖ，地方裁判所
島，家庭裁判所
島，最高裁判所
奇席調査官，最
訂裁判所大法廷
苛席書記官，最
；裁判所事務総
3局課長，司法
叶修所長，裁判
『職員総合研修

判
て
裁
あ
高
長
最
館
，
書

長
図
ｆ
ｒ
ﾖ務総長依命通
置

通達 情報政
策課
平成27年
3月26日
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55 司法1丁睡X雷叩め~L西寺1-~Jし、L
●

昭和61年
11月20日
秘書第448号
高等裁判所長
官,地方，家庭
裁判所長あて秘
書課長彌逹

通達 秘書課 昭和61年
11月20日

56 裁判所速記官による速記に関する
事務の運用について

平成10年
3月20日
総三第56号高
等裁判所長官，
地方裁判所長，
家庭裁判所長あ
て総務局長通達

通達 総務局 平成16年
4月1日

57 裁判所の庁舎等の管理に関する規
程の運用について ．

昭和43年
6月10日

濫第40号高
織判所事務局
:、地方、家庭
剛所長あて事
総長依命通達

通達 経理局 昭和55年
12月13日

58 裁判所の庁舎等の管理に関する規
程の運用について

昭和60年
12月28日

濫第71号信
鐡判所事務眉
:，地方，家届
削所長あて縄
1局長依命通遣

ｅ
■
■
■
１
０
日
■
ｐ
■
Ｂ
■
■
由
ｂ
Ｆ
ｂ
Ｐ
の
■
ｐ
■
ｂ
■
厚

通達 経理局 平成7年3
月31日

59 情報公開・個人情報保護審査委員
会要綱について

平成27年
4月6日

必書第672号
苛等裁判所長
罫，地方，家庭
僻ﾘ所長，最高
瀞ﾘ所大法廷首
腎書記官，最高
髄判所事務総局
§課長，司法研
皆所長，裁判所
患員総合研修所
量，最高裁判所
3書館長あて事
帯総長通知

通知 秘書課 平成29年
5月19日

60 情報公開・個人情報保護審査委員
会の運営について

h ①

平成27年
4月6日

ト書第673号
i等裁判所長
F,地方，家庭
制所長，最高
1判所大法廷首
i書記官，最高
t判所事務総局
i課長，司法研
斬長，裁判所
;員総合研修所
§，最高裁判所
|書館長あて事
総長通達

通達 秘書課 平成27年
4月6日

61 下級裁判所における特定個人情報
等を処理する端末等に関する安全
の確保等について

平成27年
12月16日
総一第1427
号高等裁判所長
言，地方，家庭
麗判所長あて事
贈総長通達

通達 総務局 平成27年
12月16日



｜ ｜ ｜ ’｜ ’ ｜ ’ 叉，経理局長偲命彌逹

総務局膳’ ’ 駆鯛賭

63 公共調達の適正化について 平成25年
8月6日
経監第959号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長，家庭裁判所
長あて経理局長
通知

通知 経理局 平成25年
8月6日

64 会計部門における個人番号の取扱
いについて

平成Zﾉ年

12月17日
周寺

局長蓋
判所争栃

て経理局
総務課長事務連
絡

事務
連絡
経理局 平成Zﾉ年
12月17日

65 職員が情報及び情報システムを取
り．扱う際の情報セキュリティ対策
実施要領について

平成27年
7月31日

高裁長官，地裁
所長，家裁所
長，最高裁首席
調査官，最高裁
大法廷首席書記
官，最高裁事務
総局局課長，司
法研修所長，裁
判所職員総合研
修所長，最高裁
図書館長あて情
報政策課長通事
務連絡

事務
連絡
情報政
策課
平成27年
7月31日

■一

66 司法1丁以X雷四宮ｴ里1－~ノし､L 平威74生平成24年
12月6日

鰍脱 i003545号

庭
高
首
高
局
研
所
所
所
務

高等裁判所長
官，地方，家
裁判所長最
裁判所大法廷
席書記官，最
裁判所事務総
局課長，司法
修所長，裁判
職員総合研修
長，最高裁判
図書館長宛事
総長通達

彌逹 課 平成30年
6月29日

67 下級裁判所における司法行政文害
の管理の実施等について

平成24年
12月6日

書第003547号
『等裁裁

，
判
得

ｑ
Ｆ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｑ
Ｄ
Ｄ
ｒ
凶
）
■
■
■
。
」

判所長
地方,家
所長宛秘
彌逹

地
所長
家庭
書

通達 秘書課 平成30年
6月29日

68 人季宮窪X雷寺Uﾉ沫仔鋼回寺1－~ソ

いて

平成29年
3月6日

ト書第702号
i等裁判所長
『，地方，家庭
t判所長，最高
剛所大法廷首
i書記官，最高
剛所事務総局
i課長司法研
斬長，裁判所
i員総今研修所
t,最晨裁判所
|書館長宛事務
:長彌達

通達

の

秘書課 平成29年
3月6日

69 本人限定受取郵便の取扱いについ
て

平成24年
2月15日

奇等裁判所事務
弓長，地方裁判
院事務局長，家
屋裁判所事務局
蔓あて秘書課長
属務連絡

事務
連絡
秘書課 平成24年
2月15日



｜ ｜ ’ ’’ ’｜ ’ 長あて総務局第
一課長事務連絡…｛

いについて

ﾖ4号通知脚'學局昭和40勾肝昼 1'日’1F’ ’

ー

71 民事の訟廷副管理官及び刑事の訟
廷副管理官又は民事の訟廷副管理
官を置く高等裁判所等の指定並び
に訟廷副管理官の員数について

平成30年
3月2日
総一第286号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長，家庭裁判所
長あて総務局長
通知

通知 総務局 平成30年
3月2日

72 裁判官の人事評価に関する規則の
運用について

平成16年
3月26日
人任E第421
号高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて事
務総長涌鐸

通達 人事局 平成16年
3月26日

73 裁干リ旨Uノハ季計1皿UJ夫ﾛ也寺1－~ユし、

て

平成16年
3月26日
人任E第422
号高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて人
事局長彌逹

通達 人事局 平成16年
3月26日

74 裁判官の人事評価に係る評価書の
保管等について

平成16年
3月26日

４
■
Ｉ

人
号

Ｉ
ｄ
４
４
Ｉ
Ｕ

裁
事

任E第423
高等裁判所長
官，地方，家庭
判所長あて人
局長涌逹

通達 人事局 平成16年
3月26日

75 検察審査会事務局の係長の命免等
について

昭和32年
1月24日

総

事

総第22号地
方裁判所長あて
務鍵長掻鐸

通達 総務局 昭和49年
4月1日

76 裁判官の制服について 平成4年7
月29日
総一第166号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて事
務総長依命通達

通達 総務局 平成14年
10月31日

77 参与判事補が法廷において審理に
立ち会う場合における制服の着用
等について

昭和47年
11月20日
総一第470号
地方裁判所長あ
て事務総長依命
通達

通達 総務局 昭和47年
11月20B.

78 夏季における法廷の服装について
４
口

昭和26年
7月30日
総一第121号
高等裁判所長官
(高松を除
〈。 ）地方、家．
庭裁判所長あて
事務総長通知

通知 篭務局 昭和26年
7月30日

79 裁判所書記官の職服について 平成4年7
月29日
総一第167号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて事
務総長依命通達

通達 総務局 平成4年7
月29日

80 裁判所書記官の職服に関する規程
U

の運用について
昭和30年
7月18日
総総第386号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて事
務総長依命通達

通達 総務局 昭和30年
7月18日

81 法廷における弁護士の起立問題に
ついて

昭和27年
11月29日
総一第137号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて総
務局長事務取扱
通知

通知 総務局 昭和27年
11月29日

82 刑事法廷における証人等の保護に
ついて ‘

昭和31年
9月12日
刑一第144号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて事務総長
通達

通達

『

刑事局 昭和引年
9月12日、
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84 裁判所を利用する障害者（失語症
者）への配慮について

●

平成27年
3月17日

地家裁事務局
宛て総務局第
課長民事局
一課長，刑事
第一課長及び
庭局第一課長
務連絡

事務
連絡
総務局 平成27年
3月17日

85 法廷等の秩序維持に関する法律お
よび規則の運用について

昭和27年
9月24日
二第1685
号高等裁判所
官、地方、家
裁判所長あて
務総長通達

通達 刑事局 昭和27年
9月24日

86 法廷の秩序維持等にあたる裁判所
職員に関する規則の疑稜について

昭和27年
12月26日

§一第144号
§務局長事務取
&回答

回答 総務局 昭和27年
12月26日

87 法廷等の秩序維持に関する法律等
に基づく過料の徴収について

平成29年
6月26日
忌三第324号
訂等裁判所長
ぎ，地方，家庭
麗判所長最高
髄判所大法廷首
篇書記官，最高
髄判所事務総局
蚤理局長あて
膳総長彌逹

事

通達 民事局 平成29年
6月26日

88 四＝マビグ1ハリ刀”呵曄刀でJ~D－U詞フー四一岸＝

反事件の事務取扱上の疑義につい
て

昭和28年
2月16日
詮弟89号局寺

裁判所長官、地
方裁判所長（新
潟を除く｡ ）あ
て訟廷課長通知

通知 総務局
ｆ
Ｕ

昭和28年
2月16日

89 煙＝可vグ可ハJ可▼刷唾

反事件の取扱に
］可ﾛｰI詞フマ四…汗＝

ついて
昭和28年
7月9日

06号
所長
台を除
家庭裁
て総務
取扱通

総第1
等裁判
、 （仙
)地方、
所長あ
長事務

総
高
官
く
判
局
知

通知 総務局 昭和28年
7月9日

90 民娃寺の妖序雑時に閏す勺法檸の

§行に伴う法務省通ちょう等の参
；送付について

召和27年
0月28日
リニ第1846
う号高等裁判所
畠官、地方、家
室裁判所長あて
W事局長通知

通知 刑事局 3和27年
0月28日

91 r趣裁判円Tに魔1丁句猛睦寺”奮胴

体制について

1

召和27年
1月15日

ａ
易
亀
》
多
欄
禺
再
目
仙
Ｅ
一
み
“

二
等
、
判
局

蝿
姫
亭
《
》
』
．
、
咽
『
ず
屯
呵
僅
一
画
師
』
】
一
ｎ
や
日

孜画 刺

§136号
&判所長
h方､家庭
『長あて総
そ事務取扱
h達

通達 総務局 召和27年
1月15日

92 裁判所法による警察官の派出要求
先について

昭和27年
10月14日

刊二胃
8号測
段判同
際総長

785

、家庭
あて事
達

１
方
長
通

ｂ
ｒ
Ｉ
ｌ
■
Ｐ
ｂ
■

ｐ
Ｄ

通達 刑事局 昭和27年
10月14日

93 #判所法による警察官の派出要求
■

Eについて
昭和27年
11月12日
'二第1912
号地方、家庭
綱所長あて事
『総長通知

通知 刑事局 昭和27年
11月12日

94 §廷等の秩序維持に関する法律違
〔事件記録の取扱及び保存につい
＝

召和27年
0月27日
'第447号高
鐡判所長官 、
l方、家庭裁判
i長あて事務総
上通達

謡
マー達 懲務局 召和27年

0月27日
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96 法廷秩序維持等のための警備状況
の報告について

平成4年1
2月24日
刑一第287号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて刑事局長
通達

通達 刑事局 平成6年1
1月9日

97 裁判所法による警察官の派出要求
について

昭和38年
11月7日
刑一第156号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて事
務総長通知

通知 刑事局 昭和38年
11月7日

98

I
刊の確定した弁護士の資格につい
て ’

昭
脹 W椿I
総一第117号
総務局長回答

回答 総務局
’
昭
が
弧26年
30日

99 弁護士等に対する後見開始の審
判，保佐開始の審判及び破産手続
開始の決定が確定した場合の報告
について ． ．

平成5年4
月9日
総一第121号
高等裁判所長
官,地方，家庭
裁判所長あて総
務局長通達

通達 総務局 平成16年
11月26日

100 法建I=ml丁旬升謹エの唾ユ向理1－
ついて

昭和27年
11月29日
総一第137号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて総
務局長事務取扱
通知

通知 総務局 昭和27年
11月29日

101 国内の子の引渡しの強制執行事件
における実情調査について

'

平成28年
12月13日

地方裁判所事務
局長あて民事局
第三課長事務連
絡

事務
連絡
民事局 平成28年
12月13日

102 国際的な子の奪取の民事上の側面
に関する条約の実施に関する法律
に基づく解放実施の事件の報告に
ついて

平成28年
12月13日

地方裁判所
局長あて民霊

務
局

第三課長事務連
絡

事務
連絡
民事局 平成28年
12月13日

103 国内の子の引渡しの強制執行にお
ける専門家の依頼方法等について

平成28年
9月23日

地方裁判所事務
局長あて民事局
第三課長事務連
絡

事務
連絡
民事局 平成28年
9月23日

104 執行官採用選考の実施について 平成28年
6月24日
民三第381号
地方裁判所長あ
て民事局長依命
通達

通達 民事局 平成28年
6月24日

105 執行官規則第1条第1項に規定す
る最高裁判所が定める基準につい
て

平成28年
6月16日

高等裁判所長
官‘地方，家庭
裁判所長あて民
事局長通知

通知 民事局 平成28年
6月16日

■ ■

106

’
凱行官の任命基準の見直し等につ
,､て

平成28年
6月16日

厘 二

ｴ巴勾3

て民署
一

地方裁

陸9RFUﾛェロ

灼一『和ログU

認局長

三
一

■

E 1

1

開手の
~EVノ

他

E三章昌
酷一J印

亘立龍ワロ
~'一."塞壬U手

6月16日

107 立会人及び執行補助者の適正な利
用について

半厩ZU年

6月6日
判所民事

首席書記官あて
民事局参事官事
務連絡

事務
連絡
民事局 平成28年
6月6日

108 瓢1丁目寺1－閏ワ旬季猫1－~ソし、L 平成6年1
2月20日
民三第441号
高等裁判所長
官，地方家庭裁
判所長あて事務
鍵長涌逹

通達 民事局 平成Zﾉ年
7月28日

109 執行官の事務に関する記録及び帳
簿の作成及び保管並びに現況調査
の手数料の加算の基準について

平成9年3
月13日
民三第125号
地方裁判所長あ
て事務総長依命
通達

通達 民事局 平成26年
3月20日

咽 E＝
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111 執行官の事務におけるコンピュー
タを利用した事務処理の運用につ
いて

平成21年
12月25日

民三第000991号
地方裁判所長あ
て民事局長通達

通達 民事局 平成21年
12月25日

112 執行官の事件に関する保管金の取
扱い等について

平成4年9
月25日
民三第270号
高等裁判所長
官，地方・家庭
裁判所長あて民
事局長，経理局
長，総務局長通
達

通達 民事局 平成17年
3月31日

113 駒行官の事件の記録の表紙及び帳
奪等の記載要領並びに事件の処理
こついて

平成9年3
月13日
民三第127号
地方裁判所長あ
て民事局長通達

通達 民事局 平成26年
3月20B

114 執行官事務の査察について 平成6年1
2月20日
民三第454号
地方裁判所長あ
て民事局長，経
理局長涌逹

通達 民事局
｡●

平成14年
1月22日

115 する
旅費
いに

及び費用に関
2項に定める
る事務の取扱

執行官の手数料
規則第36条第
の支給等に関す
ついて

平成6年1
2月20日
民三第460号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて民
事局長通達

通達 民事局 平成6年1
2月20日

116 執行官の事件に関する金銭の保管
を裁判所において行なう場合の取
扱いについて ．

昭和43年
7月17日
民三第601号
（高裁経由）地
方裁判所長(岡
山を除く。 ）あ
て民事局長事務
代理通知

蒲釘
－▼ ■ママ

犀：
ｰ‐ 事局 昭和43年
7月17日

117 執行官事務取扱書記官が保管替え
に係る保管金（執行官予納金）を
受け入れる場合の保管金受入通知
書の種目について

昭和53年
8月21日
民三第812号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長（松江を除
く。 ）あて民事
局長通知

通知 民事局 昭和53年
8月21日

118 垂腿確閏の置研反ひ転理に閏す句

法律第49条第2項に規定する通
知に関する事務の取扱いについて

昭和60年
12月28日
民三第2304
号地方裁判所長
あて民事局長通
達

通達 民事局 平成18年
2月8日

119 金融機関の合併及び転換に関する
法律第二十条第二項の執行官の通
知について

昭和43年
6月13日
民三第518号
(高裁経由）地
方裁判所長殿
(東京を除
く。 ）あて民事
局長通知

通知 民事局 昭和43年
6月13日

120 執行官の人事記録の作成，保管等
及び人事異動通知書の作成等につ
いて ．

平成14年
3月29日
民三第124号
地方裁判所長あ
て民事局長涌撞

通達 民事局 平成18年
6月9日

121 熱1丁~目1－河9句椰呆f用頂国丘”又箱

と国庫補助金の算定について
昭和45年
8月28日
民三第761号
地方裁判所長
(熊本を除く）
あて民事局長通
知

通知 民事局 和45年
128日

122 執行官に対する不動産の売却の実
施手数料の支給について

平成9年1
2月24日
民三第620号
匡事局長回答

回答 民事局 平成9f
2月24E

訓

I
123 貸金庫の内容物の引渡請求権の差
押命令に基づき，執行官が動産の
引渡しを受ける場合の手数料につ
いて

平成12年
3月7日
呈三第130号
呈事局長回答

回答 民事局 平成12年
3月7日

124 不動産執行事件の集約処理庁にお
ける執行官の現況調査旅費の取扱
い等について

平成19年
11月15日

’
民三第000693号
秋田地方裁判所
長あて民事局長
回答．

回答 民事局 平成19年
11月15日
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会の固異の昭和40国総一篦13号地依頼 、務局昭和40企1■■■■■

126 執行官等の職務の執行に対する市
町村の職員の立会いについて

昭和55年
9月29日
民三第1070
号地方裁判所長
あて民事局長通
知

通知 民事局 昭和55年
9月29日

127 兼務庁における執行官事務の取扱
い及び執行官に対する旅費の支給
について

昭和61年
9月12日
晃三第577号
也方裁判所長あ
て民事局長，経
里局長涌逹

通達 民事局 平成30年
3月19日

128 執行吏事務処理上の疑義について 昭
炉
刺40年
6日
晃三第2号民事
計長回答

回答 民事局
’
口
四
Ｆ
ロ
且
早
４

和40年
ﾖ6日

129 執行｡目･手帳1こついて 平成2年1
1月8日
晶三第452号
也方裁判所長あ
て民事局長通達

通達 民事局 z成2年1
月8日

130 執行吏の病気休暇中の国庫補助金
の支給について

昭和40年
6月14日
民三第422号
毘塞局烏回答

回答 民事局 呂和40年
月14日

131 執行官の腕章について 昭和53年
6月2日
民三第488号
地方裁判所長あ
て民事局長掴逹

通達 民事局 昭和53年
6月2日

132 、

酬
う民事‘刑事
件における報
て

蕊欝腱壗
等の取扱いについ

平成1年3
月28日
三第796号
等裁判所長
9 地方，家庭
判所長あて経
局長，民事局
， 刑事局長，
庭局長通知

通知 民事局 平成1年3
月28日

133 瓠行･目用のセキュリティ礒罷1可さ

USBメモリの使用方法等について
平成30年
5月9日

方裁判所事務
長あて民事局
三課長事務連

､

事務
連絡
民事 グ

自

司 F成30年
|月9日

134 個別労働関係紛争における都道府
県労働委員会等及び都道府県労働
局における司法的解決との連携に
ついて ．

平成28年
5月11日

地方裁判所長あ
て行政局長書簡

その
他
行政局 平成28年
5月11日

135 家争争1午記露の輯厩について
凸

平成24年
12月11日

総三第000339号
高等裁判所長
官，家庭裁判所
長あて事務総長
通達

通達 総務局 平成26年
2月12日

136 子の返還に関する事件の記録の編
成等について

平成26年
2月12日
総三第28号高
等裁判所長官，
家庭裁判所長あ
て事務総長通達

通達 総務局 平成26年
2月12日

137 少年調査記録規程の運用について 昭和29年
11月12日
家庭甲第154
号家庭裁判所長
（山口を除
<。 ）あて家庭
局長通知

通知 家庭局 昭和29年
11月12日

138 少年調査記録の様式について 平成12年
6月30日

家二第
家庭裁

＝ 。■

て家庭‘

281号
剛所長あ
司長通達

通達 家庭局 平成12年
6月30日

139 第一審強化万策の実施について

● ①

昭和31年
7月6日
患総第216号
奇等裁判所長
冒、地方、家庭
麗判所長あて最
司裁判所長官通
塁

通達 総務局 昭和31年
7月6日

ザ

140 第一審強化方策の実施について 昭和31年
7月19日
総総第226号
地方裁判所長あ
て事務総長通達

通達 総務局 昭和55年
12月24日

§イ§イk封
h
』 同
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142 判決書作成の長期化の防止につい
て ．

昭和39年
8月21日
患一第193号
寄等裁判所長
胃、地方、家庭
髄判所長あて事
贈総長依命通達

通達 総務局 昭和39年
8月21日

143 事件の受付及び分配に関する事務
の取扱いについて

平成4年8
月21日
総三第26号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて事務総
長通達

通達 総務局 平成30年
3月15日

144 交通切符による少年事件の処理に
ついて

昭和63年
4月6日
家二第120号
高等裁判所長
官，家庭裁判所
長あて家庭局長
通達

通達 家庭局 平成24年
3月30日

145 受付出張所及び管轄裁判所におけ
る訟廷事務の取扱いについて

平成2年3
月14日

§三第11号家
藍裁判所長（水
司，宇都宮， 甲
守，大阪，京
m,名古屋，広

，

島，鳥取，
風仙台，
E除く。 ）
慰務局長，
3長涌達

那
高
あ
家

知
て
庭

通達 総務局 平成23年
3月28日

146 交通切符制度による事件の受付に
関する事務の取扱いについて

平成9年7
月16日 掌臺覇器書声

地方，家庭裁判
所長あて事務総
侵涌蓮

通達 総務局 平成9年7
月16日

147 民事事件の受付について 昭和50年
12月24日
総三第102号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長（東京を除
く。 ）あて総務
局長通知

通知 総務局 召和50年
2月24日

148 商法第267条第5項に基づく担
保提供命令の申立ての立件につい
て

平成7年5
月29日
総三第37号高
等裁判所長官，
地方裁判所長(東
京を除く。 ）あて
総務局長通知

通知 総務局 平成7年5
月29日

149 簡易裁判所の事物管轄に属する民
事訴訟事件の受付について

昭和57年
8月20日

晃一第1 162
号地方裁判所長
らて民事局長
駿慾局尾涌逹

、

通達 民事局 昭和57年
8月20日

150 氏季訴訟法弟一九ハ乗弟＝唄によ

る申立事件の手数料および立件の
可否について

｡

昭和47年
1月12日

晃二第25号高
写裁判所長官、
也方裁判所長
(東京を除
〈。 ）あて民事
司長、総務局長
圏知

通知 氏學局 昭和47年
1月12日

151 裁判官認知により開始する過料事
件の取扱いについて

昭和42年
4月17日

患三第24号総
傷局長､民事局
吾同婆

回答 総務局 昭和42年
4月17日

152 再番畢件取敬上の疑義について
(刑事再審事件の記録符号）

昭和28年
2月10日

公第75号訟廷
累長事務取扱回
食
．

回答 総務局 昭和28年
2月10日
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154 民事事件の口頭弁論調書等の様式
及び記載方法について

平成16年
1月23日
総三第2号高等

勢串ﾘ蕊裏判鵲
長あて総務局
長，民事局長，
家庭局長通達

通達 総務局 平成20年
3月27日

155

I

争点整理手続期日調書の写し送付
の取扱いについて

やQ

平成16年
3月26日
総三第65号総
務局長回答平成
16年3月26
日総三第66号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長（仙台を除
〈 ◎ ） 9 家庭裁
判所長あて総務
局長参考通知

通知 総務局 平成16年
3月26日

156

弁論調書の作成について

平成9年7
月16日
総三第84号地
方裁判所長あて
総務局長，民事
局長通達

通達 総務局 平成29年
12月7日

157 民事訴訟記録の編成について 平成9年7
月16日
総三第77号高
等裁判所長官
地方，家庭裁判
所長あて事務総
長彌逹

通達 総務局 平成28年
7月29日

158 証拠等関係カードの様式等につい
て

平成12年
8月28日
刑二第277号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて事
務総長通達

通達 刑事局 平成30年
10月17日

159 証拠等関係カードの記載要領につ
いて

平成12年
8月28日
刑二第278号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて刑
事局長，総務局
長依命通達

通達 刑事局 平成24年
6月1日

160 刑事訴訟記録の編成等について
子

平成12年
10月20日
総三第128号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて事
務総長通達

通達 総務局 平成30年
5月11日

161 刑事損害賠償命令事件の調書の様
式，記録の編成等について

平成20年
10月22日

総三第000990号
高
官
長
長
達

等裁判所長
、地方裁判

鍋鑿籠
、

？

所
通

通達 総務局 平成29年
12月7日

162 医療観察事件記録の編成について 平成17年
7月12日

総三第000221号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて事務総長
通達

通達 総務局

／

平成17年
7月12日

163 裁判所法の一部を改正する法律の
運用等について

昭和35年
8月26日
訟一第254号
高等裁判所長
官、地方､家庵
裁判所長あて事
務総長依命通達

通達 総務局． 昭和35年
8月26日

164 裁判害および公判調蕾の整備万に
ついて

昭和26年
8月21日
刑二第1877
7号高等裁判所
長官、地方、家
庭裁判所長あて
刑事局長通知

通知

１

刑事局 昭和26年
8月21日
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166
取
て
の
い
合
つ
場
に
た
い
れ
扱
さ
取
訴
の
起
録
ぴ
記
よ
止
お
禁
存
見
保
ｊ

接
ぐ
扱

昭和36年
6月19日
訟一第128号
高等裁判所長
官、地方(大分を
除く。 ）、家庭裁

蕊議て訟廷

通知 総務局 昭和36年
6月19日

167 被疑者に対し勾留に関する処分を
行なった場合の書類の処置につい
て

昭和36年
7月13日
訟一第143号
高等裁判所長
官、地方(福岡を
除く。 ）、家庭裁
判所長あて訟廷
部長通知

通知 総務局 昭和36年
7月13日

168 控訴
の記I
藍で移送の判決のあった事件
環の取り扱いについて ’

向
旧
Ｕ
画
■
、
。

和44年
330日
総三第8号総務
局長回答

回答 総務局 昭
帳
旧44年
30日

169 事件記録等保存規程の運用につい
て

平成4年2
月7日

総三第8号高等
裁判所長官，地
方，家庭裁判所
長あて事務総長
通達

通達 総務局 平成28年
7月29日

170 訴訟上の
された訴
定原本の

衡助付与決定により猶予
公費用の支払を命ずる決
呆存について

昭和47年
11月21日
総三第73号総
務局長回答

回答 総務局 昭和47年
11月21日

171 上告の結果等の通知について 昭和39年
12月12日
総三第122号
家庭裁判所長あ
て総務局長通知

通知 錘謎ﾛ■ローのウロ局昭和39年
12月12日
■
一

172 事件記録等の廃棄について 平成11年
7月19日

最高裁総三第45
号高等裁判所長
官（札幌を除
く。 ） ，地方
(札幌を除
〈。 ） 9 家庭裁
判所長あて総務
局尾彌知

通知 総務局 平成11年
7月19日

173 事件記録の保管及び送付に関する
事務の取扱いについて

半厩ノヰ5

月24日
総二弟14号員

等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて総務局
侵彌達

通達 総務局 平成28年
7月29日

174 旧民事訴訟事件記録の処理につい
て

昭和57年
4月22日
総三第16号高
等裁判所長官、
地方裁判所長あ
て総務局長通知

通知 総務局 昭和57年
4月22日

175 刑事事件記録等の事件終結後の送
付及び保存に関する事務の取扱い
について

平成4年9
月4日
総三第36号高
等裁判所長官,･
地方，家庭裁判
所長あて総務局
長通達

通達 総務局 市酷③○年■ ■ケマーー ■

5月27日

176 決
付
の
送
却
ら
て

棄
か
い

求
官
つ

請
察
に

て
検
置

い
、
処

お
合
の

に
場
等

続
た
類

手
っ
書

訴
あ
た

起
が
れ

準
定
さ

昭和36年
11月1日
訟一第223号
訟廷部長回答

回答 総務局 召和36年
1月1日

177 被疑者の弁護人選任許可（刑事訴
訟規則第二十七条第一項
書）請求記録の取扱いに

た
jつ
し
て
だ
い

昭和46年
5月31日
総三第32号高
等裁判所長官、
地方(甲府を除
〈。 ）、家庭裁判
所長あて総務局
長通知

通知 総務局 昭和46年
5月31日

178

’
訴訟記録取扱の疑義について（支
払命令に対する異議を取下げた場
ｊ今ロ

昭和29年
6月14日
公一第468号
公廷部長事務取
及回答

回答 総務局 昭和29年
6月14日
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180 勾留理由開示記録の処置について 昭和45年
2月9日

6号高
長官、
森を除
家庭裁
て刑事
務局長

第1
判所
（青

） 、
長あ
、総

刑二
等裁
地方
く。
判所
局長
通知

通知 刑事局 昭和45年
2月9日

181 検察審査会法第三十七条第二項の
規定による証人召喚請求事件記録
の取扱いについて

昭和45年
11月28日
総三第80号高
等裁判所長官
地方裁判所長

、

(水戸を除く）
あて総務局長通
知

通知 総務局 昭和45年
11月28日

182 準抗告事件記録の取扱いについて 棚浮’
総
局
三第9号総務
長回答

回答 総務局
’
昭
帳
ﾛ48年
24日

183 法廷等の秩序維持に関する法律違
反事件記録の取扱及び保存につい
て

昭和Zﾉ年

10月27日
訟第447号高
等裁判所長官、
地方、家庭裁判
所長あて事務総
長邇逹

通達 総務局 昭和27年
10月27日

184 法廷等の秩序維持に関する法律違
反事件の取扱について

昭和28年
7月9日
総総第106号
高等裁判所長
官、 （仙台を除
く)地方、家庭裁
判所長あて総務
局長事務取扱通
知

通知 総務局 昭和28年
7月9日

185

〆

審判前の保全処分の事件記録及び
審判書原本の保存期間について

0

昭和58年
3月3日
総三第6号高等
裁判所長官、家
庭裁判所長(釧路
を除く。 ）あて総
務局長通知

通知 総務局 召和58年
月3日

186 刑事事件の受付について （刑訴
法第五条第一項により併合された
事件の事件番号）

合

昭和36年
8月25日
&－第166号
訂等裁判所長
冒、地方裁判所
畠 （鹿児島を除
(。 ）あて訟廷
I長通知

通知 総務局 昭和36年
8月25日

187 公訴蕊
三九条！
り消さ；

$の決定（刑事訴訟法第三
肯一項）が抗告裁判所で取
､た場合の立件の要否

昭和35年
2月18日

訟廷部長電信回
答

回答 総務局 昭和35年
2月18日

188 選挙法違反事件のうち受理、結果
通知及び判決書謄本の送付を要す
る事件に関する取扱について

昭和29年
3月22日
公一第168号
高等裁判所長
宮、地方、家庭
段判所長あて訟
匡部長事務取扱
菌達

g

通達 総務局

今 ■

昭和29年
3月22日

I

189 公職選挙法第二五三条の二に該当
する事件の記録の取扱について

昭和30年
4月23日
A一第205号
S等裁判所長官
Sよび地方裁判
ﾃ長あて訟廷部
を事務取扱彌逹

通達 総務局 昭和30年
4月23日

190 少年事件に関する書類の参考書式
等について

平成18年
9月14日

家二第00側49号
家庭裁判所長あ
て家庭局長，総
務局長送付

その
他
家庭同 平成30年
11月5日
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！ ’彌逹傍受の原記録が傍受令状を
た裁判官が所属する地方調
本庁又は支部以外の当該測
所の本庁又は支部に提出さ
今'二浩'十為訟狂事耀の取柵

ロ
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●
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192 家事審判に対する再審申立てがあ
つた場合の取扱いについて

昭和37年
9月5日
家二第146号
高等裁判所長
官、家庭裁判所
畠(大分を除
〈。 ）あて家庭局
罠、訟廷部長事
膳代埋通知

通知 家庭局 昭和37年
9月5日

193 琢季誉判法弟一二末四番千ﾘ1－河9

る再審申立があった場合の取扱い
について

噸不u4ノヰ

4月20日
家二第83号家
庭局長、総務局
長回答

回答 家庭局 召和47年
月20日

194 ﾖ庫に帰属した青酸加里の廃棄処
げについて

昭和35年
7月12日
公一第200号
公廷部長事務取
腱経理局長回
章
．

回答 総務局 昭和35年
7月12日

195 甲収物等取扱規程の運用について 平成7年4
月28日

騒三第24号高
事裁判所長官，
也方，家庭裁判
所長あて事務総‘
蔓通達

通達 職務局 平成29年
6月29日

196 甲収物等取扱規程に規定する書類
及び帳簿諸票の様式について

平成12年
3月17日

患三第33号高
亭裁判所長官，
也方，家庭裁判
斤長あて事務総
畳依命通達

通達 篭務局 平成17年
7月12日

197 國判所における押収物等取扱規程
D施行について

昭和35年
7月23日

1－第219号
i等裁判所長
『、地方、家庭
t判所長あて訟
郡長通知

通知 総務局 昭和35年
7月23日

198 １
６
物
嚴
収
の
１
１
総
載
ヨ録の破押収省任町氏名
こついて

Ｔ
ａ
Ｆ
出
ｌ
川
』

和36年
ﾖ5日
1－第71号訟
郡長回答

回答 織務局 昭；
舟居
で〃。

旧36年
5日

199 甲収物の取扱いについて （外国
人登録証明書の還付） ’

貯
膀
Ｌ
″
４
９
二

年
日
５
７
３
２
和
月
訟一第三六I
訟狂部長同』

凹号
藁
．

回答 篭務局 闇I
2
ﾛ35年
弓27日

200 甲収物の処分について外国に在
主する外国人に対する還付方法

昭和36年
3月22日

5号高
長官、
戸を除
家庭裁
て訟廷

６
所
神
、
あ

第
判
く
γ
長

一
裁
方
。
所

瓜
員
曽
子
恥
昌
Ｐ
ｂ

1
､長涌知

通知 患務局 昭和36年
3月22日

201 曾子情報処理組織を用いた場合に
B!ける押収物等に関する事務の取
吸いについて

平成17年
3月31日

:高裁総三第000
'2号高等裁判所
宮，地方,家
裁判所長あて
務総長依命通
､

通達 総務局 平成24年
6月21日

202 胃受の原記録の取扱いに関する規
星の運用について

平成12年
7月27日

'三第79号地
裁判所長あて
務総長依命通
I

I

P

通達 総務局 平成12年
7月27日

203 犯罪捜査のための通信傍受に関す

謹鰐墓雇雷雛蕊朧朧
ついて

平成12年
8月14日

:三第85号地
『裁判所長あて
:務局長，刑事
i長通達

通達 総務局 平成12年
8月14日

204 勇受の原記録の保管に関する通知
こついて

平成12年
8月14日

§三第88号高
夢裁判所長官，
方
総

。
ｈ
叩
屋
一
戸
■ 霧
判所長あ
局長，刑

罫局長通達

通達 総務局 z成12年
月14日
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206 裁判所の事件に関する保管金等の
取扱いに関する規程の運用につい
て

平成4年9
月2日
総三第31号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて事務総
信彌葎

通達 総務局 平成29年
6月29日

207 判所書記
を取り扱鍔

事件の受付を担当す
官が保管金に関する
う場合について

平成12年
8月31日
総三第96号高
等裁判所長官 0

地方，家庭裁判
所長あて事務総
長通達

通達 総務局 平成27年
11月26日

208 下級裁判所会計事務規程等に規定
する保管金等の処理に関する書類
及び帳簿諸票の様式について

平成7年3
月29日
経監第27号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて事務総
得‘陸命彌逵．

通達 経理局 平成29年
6月29日

209 保管金の預金口座による受入れ等
に関する事務の取扱いについて

平成28年
9月30日
経監第1304
号高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて経
理局長通逹

通達 経理局 平成30年
9月18日

210 事前の還付請求がされている保管
金の還付手続について

平成10年
10月20日

高等裁判所事務
局長，地方裁判
所事務局長，家
庭裁判所事務局
長あて総務局第
三課長，経理局
藍杏竪長事務連
絡

事務
連絡
経理局 平成10年
10月20日

211 コンピュータを利用した事務処理
システムによる保管金の取扱いに
ついて

平成12年
8月31日
経監第114号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて事
務総長依命通達

通達 経理局 平成29年
6月29日

212 保管金事務処理システムを利用し
た保管金に関する事務処理の運用
について

平成29年
3月31日
経監第463号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長，家庭裁判所
長，最高裁判所
事務総局経理局
長あて経理局長
通達

通達 経理局 平成30年
9月18日

213 民事裁判事務処理システムによる
保管金の取扱いについて

平成12年
8月31日
経監第115号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて経理局長
通達

● ●

通達 経理局 平成29年
6月29日

214 民事執行事件処理システムによる
保管金の取扱いについて

平成15年
5月6日
経監第45号高
等裁判所長官，
地方裁判所長あ
て経理局長通達

通達 経理局 平成29年
6月29日

215 国選弁護人，研修講師等に支給す
る旅費， 日当及び宿泊料に対する
源泉徴収の取扱いについて

ｒ

平成11年
11月10日

e

経監第98号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判

雲羅て経理局

通達 経理局 平成11年
11月10日

216 保管金の還付手続に関する事務の
取扱いについて

脾
日
経監第877号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長，家庭裁判所
長，最高裁判所
事務総局経理局
長あて経理局長
通達

通達 経理局 平成29年
6月29日
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詮について慣胴
場合等の事務0

８
単
蒻
履
翻

弟
哉
地
家
て

戎4年8総三第27号盾
21日 等裁判所長官1
帥方豪産銃聖

g猫
、

同

降靜｜ ’

218 保管金の払渡請求権について債権
差押命令があった場合の保管金の
払出通知等に関する事務の処理に
ついて

昭和56年
12月12日

高等裁判所首席
害記官、地方裁
判所事務局長 、
地方、家庭裁判
所首席書記官あ
て総務局第三課
長通知

通知 総務局 昭和56年
12月12日

219 ｢民事訴訟費用等に関する法
律」 9 ｢刑事訴訟費用等に関する
法律」等の運用について

平成9年1
2月22日
民二第616号
高等裁判所長・
宮，地方，家庭
裁判所長あて事
藤挫信涌達

通達 民事局 平成12年
8月28日

220 予納郵便切手の取扱いに関する規
程の運用について

半厩ノヰ3

月24日
総三第18号高
等裁判所長官
地方，家庭裁判
所長あて事務総
長通達

通達 総務局 平成29年
9月25日

221 過納手数料等の還付金の支払及び
旅費，鑑定費用等の概算払等の取
扱いについて

斗塁I火ノヰ。

月30日
総三第28号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて総務局
長，経理局長通
達

通達 総務局
Q ●

平成29年
8月28日

222 予納郵便切手の取扱いについて 圃
脂

』
竃
咀
Ｆ
伊
ｑ
も

46年
日
総三第70号総
務局長回答

回答 総務局 職順一」ロ『四面一■マロケ４《己『
46年
日

223 事件記録の送付費用について 昭和47年
7月12日

購三第37号総
勝局長事務代理
｡答

回答 総務局
■

昭和47年
『月12日

224
け
●

事件記録の送付費用等について 雁 和47年
月13日
総三第70号総
陽局長回答

回答 総務局
’
雁
１
荊
侭
47年
13日

225 執行状況を明確にするための処分
票の作成について

昭和28年
8月29日
公一第478号
罰等裁判所長
言、地方ざ家庭
髄判所長あて刑
僖局長、訟廷部
曼事務取扱通知

通知 刑事局 昭和28年
8月29日

226 令状発付簿冊の取扱方について 昭和24年
3月1日
Ⅲ一第2400
号高等裁判所長
罫、地方裁判所
量あて刑事局長
翌達

通達 刑事局 昭和24年
3月1日

227 最高裁判所による書記官事務等の
査察について

F成13年
'月4日
騒一第248号
奇等裁判所長官
らて事務総長依
愉涌窪

通達 総務局 平成13年
9月4日

228 書記官事務等の査察について 昭和61年
6月30日

総三
等裁
地方
所長
鳫彌

第15号高
判所長官，
0 家庭裁判
あて事務総
窪

通達 総務局 平成23年
11月25日

229 琢睦錘干ﾘ脚T屋同官目季砺”宜園寺1－

ついて
平成18年
3月28日

家三第000195号
高等裁判所長
官，家庭裁判所
長あて家庭局長
通達

通達 家庭局 平成18年
3月28日

Q因 E…

ID ロ…
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231 帳簿諸票の備付け等に関する事務
の取扱いについて

平成4年8
月21日
総三第28号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて総務局
長彌逹

通達 総務局 平成30年
5月11日

232 琢庭錘干り脚I箇周宜昌W伺同耳手彌1-1詞

する帳簿の備付け等について
平成16年
3月31日

最高裁家三第8
4号高等裁判所
長官，家庭裁判
所長あて家庭局
長通達

通達 家庭局 半域ZOヰ
3月27日

233 民事事件及び行政事件の仮既済処
理の実施について

平成16年
2月13日
総三第36号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて事務総
長彌逹

通達 総務局 平成16年
2月13日

234 刑事事件における書留郵便に付す
る送達の書留郵便物受領証の取扱
について

昭和34年
6月3日

号
山
家
て
理

Ｏ
長
岡
、
あ
経

２
所
く
ｊ
長
、

訟一第2
高等裁判
官、地方
を除く。
庭裁判所
訟廷部長
局長通知

通知 総務局 昭和34年
6月3日

235 被告人たる米国軍人等に対する訴
訟書類の送達方法について

昭和30年
6月10日
訟一第296号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて訟
廷部長事務取
扱、刑事局長通
達

通達 総務局 昭和30年
6月10日

236 米国軍人等にあてた特別送達郵便
物の取扱について

昭和30年
7月12日
訟一第354号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて訟
廷部長事務取扱
通知

通知 総務局 昭和30年
7月12日

237 牡宝石1－刈9句1守万ﾘｽ室逵調》1史¥勿四

取扱いについて
昭和44年
9月10日

凸

総三第48号高
等裁判所長官、
地方、家庭裁判
所長あて総務局
長通知

通知 総務局 昭和44年
9月10日

238 少年院又は少年鑑別所に収容され
ている者に対する書類の送達につ
いて

昭和56年
7月15日
総三第26号高
等裁判所長官、
地方、家庭（東
京を除く。 ）裁
判所長あて総務
局長通知

通知 総務局 昭和56年
7月15日

239 裁判所速記官による速記に関する
事務の運用について

平成10年
3月20日
総三第56号高
等裁判所長官，
地方裁判所長，
家庭裁判所長あ
で織霧局檮涌逹

通達 総務局 平成16年
4月1日

240 輝了ヨ反目尺勾式1－閏9句争獅Uﾉﾕ星用

について
平成10年
3月20日
総三第57号高
等裁判所長官，
地方裁判所長，
家庭裁判所長あ
て総務局長通逹

通達 総務局 平成29年
8月31日

241 過料に処せられるべき法令違反行
為を行った者を発見した場合の処
理方法について

昭和30年
5月16日
民事甲第138
号高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局 昭和30年
5月16日

品
二
■
■
。

■
叱
唖
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ついて

243 事務の取扱いについて家事審判
または家事調停における謄抄本証
明書の手数料等

昭和37年
1月29日

訟一第1 ．8号高
等裁判所長官、
家庭裁判所長
(新潟を除
〈。 ）:あて訟廷
部長、家庭局長
通知

通知 総務局 昭和37年
1月29日

244 公示催告手続に関する官報公告文
様式の定型化について

昭和63年
3月18日

民二：
地方ヨ
て民層

:824号
1判所長あ
局長通達

通達 民事局 平成24年
12月19日

245 1到産子祇'二閏可旬眉諏公言X稼武

の定型化等について
昭和63年
3月18日

民三：
地方§
て

826号
判所長あ
局長掻逹

蒲達 民事局 平成18年
12月13日

－

246 琢畢番判に閏する.目報公舌稼式の
定型化等について

－ 一

昭和63年
3月25日

家一第
全 ■ 一 一

廷裁調

家庭冊

ロ

90号家
所長あて
長通達

霊全

通達
学F．

家庭局
毒生句β＝

平成24年
12月6日

247 証人等の日当の支給基準について 平成14年
6月25日
篭一第194号
奇等裁判所長
言，地方，家庭
溌判所長あて事
器総長通達

通達 総務局 平成16年
6月9日

248 笥業登記規則等の一部を改正する
当令等の施行に伴う登記事務の取
及い等について

平成14年
11月22日
倦三第111号
笥等裁判所長
言，地方，家庭
麗判所長あて総
塔局長通知

通知 総務局 平成14年
11月22日

249 民事事件，行政事件及び家事事件
に関する文書の契印の取扱いにつ
いて

平成11年
2月3日

篭三第5号高等
闘判所長官，地
5，家庭裁判所
蔓あて総務局
蔓，民事局長，
ﾃ政局長，家庭
計長通知

通知 総務局 平成11年
2月3日

250 契印に準ずる措置に関する事務の
取扱いについて

昭和63年
3月18日
繕三弟12号局

等裁判所長官 ，

地方，家庭裁判
所長あて事務総
長涌逹

通達 総務局 平成11年
12月9日

251 契印に準ずる措置に関する事務の
重用について

平成4年2
月28日
総三第14号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて総務局
長，民事局長，
刑事局長，行政
局長，家庭局長
■■

H i命通達

通達 総務局 平成5年6
月30日

252 晶事事件及び行政事件の判決正本
等における製本された別冊部分の
契印の省略について

平成5年6
月30日

総
等
地
く
く
局
長
知

三第48号高
裁判所長官，
方裁判
横浜を
。 ）あ
長，民0

を
あ
民

ワ

所長
除
て総務
事局

行政局長通

通知 総務局 平成5年6
月30日

253 認証等用特妹用紙に関す念事務の
取扱いについて

平成22年
5月25日

倦三第000078号
奇等裁判所長
言，地方，家庭
蛍判所長あて総
器局長通達

桶達 篭務局 平成26年
2月12日
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255 簡易
型静
用翻

,裁判｜
状等‘
iの取

ｿ『の氏争干翫'二閏可句疋

目紙及び定型調停申立書
及いについて

平成12年
11月9日
晃二第583号
也方裁判所長あ
て民事局長通知

通知 民事局 平成12年

11月9日

256 涌罰 1人の付された証人尋問等を録
取した録音体の保管等に関する事
務の取扱いについて

平成1年1
1月30日

篭三第33号高
亭裁判所長官，
也方，家庭裁判
所長あて総務局
雪
粟
圭
霊

9 刑事局長通

通達 総務局 平成28年
5月27日

257 民事国際司法共助事件の事件記録
の保存期間について

平成5年1
月12日

患三第2号高等
髄判所長官，地
ﾗ裁判所長(東京
畠除く。 ）あて総
爵局長，民事局
是通知

通知 総務局 平成5年1
月12日

258 コンピュータを利用した事務処理
について

平成5年3
月30日
総三第11号高
等裁判所長官、
地方、家庭裁判
所長あて事務総
長依命通達

通達 総務局 平成26年
2月27日

259 コンピュータを利用した事務処理
の運用について

平成5年3
月30B

騒三第13号高
亭裁判所長官、
也方、家庭裁判
院長あて総務局
蔓通達

通達 総務局 平成26年
2月27日

Ｐ
Ｇ

260 保管金事務処理システムを利用し
た裁判所の事件に関する保管金の
取扱いについて

平成17年
3月31日

患三第000101号
奇等裁判所長
言，地方，家庭
麓判所長あて総
階局長涌捧

通達 総務局 平成29年
6月29日

261 民事裁判事務支援システムを利用
した事務処理の運用について

平成20年
2月5日

念三第000023号
奇等裁判所長
言，地方裁判所
員あて総務局長
園達

通達 総務局 平成29年
6月29日

262 人事訴訟事件及び民事訴訟事件に
おいて秘匿の希望がされた住所等
の取扱いについて（事務連絡）

平成25年
12月4日

高等，地方，家，
庭裁判所事務局
長宛家庭局第二
課長，民事局第
二課長,総務局
第三課長事務連
絡

事務
連絡
家庭局 平成25年
12月4日

263 刑事裁判事務支援システムを利用
した事務処理の運用について

平成23年
1月13日

篭三第000004号
笥等裁判所長
言，地方，家庭
段判所長宛総務
弓得涌逹

通達 総務局 年
日
８
２
２
２
成
月
平
川

264 民事執行事件処理システムを利用
した事務処理の運用について

平成17年
3月31日

§三第000103号
苛等裁判所長
冒，地方裁判所
鳥あて総務局長
圃達

通達 総務局 平成29年
6月29日

265 １
を
る

32条の10第
子情報処理組織
督促手続に関す
ついて

民事訴訟法第1
項に規定する電
用いて取り扱う
事務の取扱いに

平成18年
8月9日

忌一第000574号
莨京地方裁判所
畠あて民事局長
§達

T園 ］菫 民事局 平成18年
8月9日

266 督促手続オンラインシステムを利
用した事務処理の運用について

平成18年
8月9日

総三第000977号
東京地方裁判所
長あて総務局長
通達

通達 総務局 平成26年
2月27日
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268 債権執行等事件に関してコン
ピュータを利用して事務処理を行
う場合の事件簿等の様式について

平成17年
4月20日

騒三第000179号
也方裁判所長あ
て総務局長涌逵

通達 総務局 平成17年
12月7日

269 破産手続に§
利用して事珊
件簿等の様三

Iしてコンピュータを
拠理を行う場合の事
:について

平成7年1
2月26日

:三第89号地
｢裁判所長あて
鰯局長掻逹

通達 篭務局 平成16年
12月1日

270 小規模個人再生事件及び給与所得
者等再生事件に関してコンピュー
タを利用して事務処理を行う場合
の事件簿等の様式について

平成14年
3月28日

:三第64号地
『裁判所長あて
筋局長通達

通達 総務局 平成14年
3月28日

271 督促手続に関してコンピュータを
利用して事務処理を行う場合の事
件簿等の様式について

平成12年
12月26日
総三第149号
地方裁判所長あ
て総務局長通達

通達 総務局 平成23年
3月17日

272 督促事件処理システムで作成され
た支払命令等の正本における裁判
所書記官の訂正印の省略について

平成6年6
月24日
総三第13号高
等裁判所長官，
地方裁判所長(大
阪を除く。 ）あて
総務局長，民事
局長通知

通知 篭務局 平成6年6
月24日

273 裁判員選任等関係文書の取扱いに
ついて

平成20年
7月15日

刑－1
地方；
て刑

g001107号
髄判所長あ
目局長通達

通達 刑事局 平成29年
7月11日

274 裁判員の参加する刑事裁判におけ
る訴訟関係人の尋問及び供述等の
記録媒体への記録等に関する事務
の取扱いについて

平成21年
5月19日

;三第000508号
i等裁判所長
'，地方裁判所
あて総務局長
達

通達 総務局
'■■■■

半成29年
8月31日

275

験観察経過簿の作成における少年
事件処理システムの機能の利用に
ついて

ー

半成18年
9月20日

'三第000691号
庭裁判所長あ
家庭局長通達

通達 家庭局 平成18年
9月20日

276 少年事件に関する書類の参考書式
について

平成19年
10月30日

家二第001295号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長宛家庭
局長,刑事局長
送付

その
他
家庭局 平成19年
10月30日

277 情報処理の高度化等に対処するた
めの刑法等の一部を改正する法律
による刑事訴訟法等の改正に伴う
少年事件に関する令状の参考書式
について

平成24年
6月19日

家二第000799号
高等裁判所長
官，地方，家庭
段判所長宛家庭
局長，刑事局長
差付

その
他
家庭局 平成24年
6月19日

278 視覚に障害を持つ当事者や証人等
への配慮としての点字文書の作成
について

平成26年
9月29日 庭

書

高等裁判所長
言，地方，家
殿判所長あて
闇

その
他
総務局 平成26年
9月29日

279 少年事件処理システムを利用した
事務処理の運用について

平成26年
10月24日
総三第177号
家庭裁判所長あ
て総務局長通達

通達 総務局 平成26年
10月24日

280 “壁1月邦W垣切"ひ呂窪1－一し､し 平成27年
2月19日

§三第37号高
骨，地方，家庭
6判所事務局長
Z総務局第一課
を，民事局第一
鳥長，刑事局第
二課長，家庭局
;ｰ課長事務連
§

事務
連絡
総務局 平成27年
2月19日
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282 民事裁判事務支援システムを利用
した家事事件等の事務処理の運用
について

平成27年
6月19日
総三第133号
家庭裁判所長あ
予鋒薙昌星：畜讓

通達 総務局 平成27年
6月19日

6

283 警察署以外の留置施設に留置され
ている者に対する送達時における
送達報告書の記載について

平成19年
5月28日

笥等も地方、家
量裁判所首席帯
日官あて総務局
僧三課長事務連
各

事務
連絡
総務局 平成19年
5月28日

284 最高
又は讓
判所規則の規定により閲覧
写に供される写しの保管等

に関する事務の取扱いについて

平成27年
12月22日
総三第262号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて総
諮烏得彌達

通達 総務局 年
日
７
２
２
２
成
月
平
阻

285 民事事件，行政事件及び家事事件
に関する文書の契印の取扱いの留
意点等について

平成11年
2月3日

高等，地方，家
屋裁判所事務局
曼宛総務局第三
累長，民事局第
-課長，行政局
富一課長, ･家庭
計第一課長書簡

その
他
総務局 平成11年
2月3日

286 契印機の取扱要領について 平成5年6
月30日

等，地方，家
裁判所事務局
宛総務局第三
長，民事局第
課長，家庭局
三課長書簡

その
他
総務局 平成5年6
月30日

287 自動契印機の設置及び管理に関す
る留意点について

平成28年
6月28日

等,地方,家
裁判所事務
あて総務局
1

1

星
課長，民事局
三課長事務連

裏
豆 務
連絡

総務局 平成28年
6月28日

288 訴訟手続等における個人番号（マ
イナンバー）の適切な管理等につ
いて

q P

平成27年
12月3日

§三第242号
痔裁判所長
『，地方,家庭
畔ﾘ所長宛総務
)長，民事局
&，刑事局長，
『政局長，家庭
う長書簡

その
他
総務局 平成27年
12月3日

289 閉庁時間中に裁判所の夜間郵便受
け等に投かんされた書類の取扱い
について

平成27年
9月1日

罰等，地方，家
屋裁判所事務局
曼宛総務局第一
果長民事局第
一課長,刑事局
肖一課長，行政
計第一課長，家
屋局第一課長事

官胞．可葎崖

局第一
｜第

ー

准
力連絡

事務
連絡
総務局 平成27年
9月1日

290 「 「予納郵便切手の取扱いに関す
る規程」及び「予納郵便切手の取
扱いに関する規程の運用につい
て」の改正の概要」の送付につい
て

平成27年
11月25日

高等，地方，家
庭裁判所事務局
長あて総務局第
三課長事務連絡

事務
連絡
総務局 平成27年
11月25日

291 「 「民事執行事件処理システムを
利用した事務処理の運用につい
て」の改正の概要」の送付につい
て

●

平成27年
8月28日

h寺，堰〃錘干リ

テ事務局長あて
§務局第三課長
雰務連絡

事務
連絡
総務局 平成27年
8月28日
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293 ｢民事雑事件等の立件範囲の見直
しについて」の送付について

平成18年
9月5日

等，地方，家
裁判所事務局
あて総務局第
課長事務連絡

苛
司
』
蚤
一
宮
庭
冒
一

事務
連絡
総務局 平成18年
9月5日

294 「事件簿に登載しない書類の受付
事務等の見直しについて」の送付
について

平成17年
12月7日

訂等，地方，家
崖裁判所事務局
蔓あて総務局第
三課長事務連絡

事務
連絡
総務局 平成17年
12月7日

295 「認証等用特殊用紙取扱通達の改
正の概要について」等の送付につ
いて

平成23年
8月15日

奇等,地方,.家
藍裁判所事務局
畠あて総務局第
三課長事務連絡

事務
連絡
総務局 平成23年
8月15日

296 「認証等用特殊用紙取扱通達の改
正の概要について」の送付につい
て

｡ ,

平成24年
12月27日

奇等，地方，家
崖裁判所事務局
蔓あて総務局第
三課長事務連絡

事務
連絡
篭務局 平成24年
12月27日

297 供託書正本の取扱いについて 平成17年
2月28日

奇等，地方，家
匡裁判所事務局
蔓あて総務局第
三課長，経理局
監査課長事務連
§

事務
連絡
総務局 平成17年
2月28日

298 予納郵便切手を一括して返還する
場合の取扱いについて

ノ

平成18年
3月30日

罫等,地方，家。
崖裁判所首席書
息官あて総務局
蔦三課長事務連
借

事務
連絡
総務局 平成18年
3月30日

299 ｢郵券通達等の改正の概要につい
て」等の送付について

平成18年
2月24日

等，地方，家
裁判所事務局
あて総務局第
課長，家庭局
一課長事務連

,

事務
連絡‘
総務局 平成18年
2月24日

300 ｢督促手続オンラインシステム通
達の概要」の送付について

平成18年
8月9日

頁地方裁判所
譜局長あて総
計第三課長事
璽絡

事務
連絡
総務局 平成18年
8月9日

301 訟廷において受け付けた事件簿登
載以外の書類の部への送付の取扱
いについて

平成17年
12月28日

高等，地方，家
産裁判所首席書
湿官あて総務局
第三課長事務連
洛

事務
連絡
総務局 平成17年
12月28日

302 記録目録及び丁数の取扱いについ
て

平成17年
10月14日

語等裁判所長
胃，地方，家庭
鼬判所長あて総
男局長書簡

その
他
総務局 平成17年
10月14日

303 り備え付け
としてバツ
している場

ム等によ
存の方法
タを保存
ついて

グラ
の保
デー
いに

各種プロ
た事件簿
クアップ
合の取扱

平成28年
2月26日

地方裁判所民事
首席書記官あて
総務局第三課
長，情報政策課
参事官，民事局
第一課長事務連
絡

事務
連絡
総務局 平成28年
2月26日

304 家事番判事件及ひ人串訴訟畢汗Iこ

おける確定証明書作成事務に関す
る留意点について

平成27年
4月3日

0

務
局
家
書

高等
所事
総務
長，
課長

羨庭裁判
計長あて

一
一

課
第
三
局
畜
産
闇

その
他
総務局 平成27年
4月3日
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306 「最高裁規則の規定により閲覧等
に供される写しの保管等通達の概
要」の送付について

平成27年
12月22日

家
局
第
緒

，
務
局
連

方
事
務
務

等，地
裁判所
あて総
課長事

事務
連絡
総務局 年

日
７
２
２
２
成
月
平
旭

307 正本等の作成事務について 平成26年
7月24日

等，地方，家
裁判所首席書
官あて総務局
三課長事務連

灘
職務局 平成26年
7月24日

308 業務系システムを利用して送達事
務等を行う際の留意点

平成27年
6月15日

爵等裁判所事務
計次長，地方，
艮庭裁判所事務
弓長あて総務局
肖戸謀長書簡

その
他
職務局 平成27年
6月15日

309 当直における被疑者国選弁護人選
任手続及びいわゆる当番弁護士派
遣依頼手続に係る事務処理態勢に
ついて

平成27年
6月2日

司等，地方，家
崖裁判所事務局
蔓あて総務局第
三課長事務連絡

事務
連絡
総務局 平成27年
6月2日

310 家拳學汗'二おい~〔戸籍元秒ﾘ寺琶罐

認する際の留意点について
平成27年
11月2日

高等，家庭裁判‘
所(家事）首席書
記官あて(福岡高
裁及び同高裁管
内家裁を除
く。 ）総務局第
三課長事務連絡

事務
連絡
総務局 平成Zﾉヰ
11月2日

311 少年事件における裁量による国選
付添人の選任手続に係る事務処理
態勢について

平成27年
11月24日

高等，家麗
所事務局長｜
総務局第ヨ
長,家庭局I
課長事務週

判
て
一

段
ら
果
富
場

事務
連絡
総務局 平成27年
11月24日

312 郵便回送嘱託及び郵便回送嘱託が
された破産者に宛てた郵便物等の
取扱いについて

平成28年
3月22日

匡
匡
凹
竃
２
日
■
固
畠

地裁及び
判所首席
あて事務

■
■
■

裁
官

融
瀝
配
鵜

事務
連絡
民事局 平成28年
3月22日

313 破産裁判所又は破産管財人から破
産者に宛てた郵便物等の取扱いに
ついて

平成28年
3月22日

高等裁判所長官
及び地方裁判所
長あて書簡

その
他

犀
ー＝事局 平成28年
3月22日

314
雨
配
心
ｒ
『
堅
詞

便回送嘱託の事務取扱い変更に
,う倒産事件処理システム上の帳
｜の更新について

平成28年
3月22日

』0

方裁鞘
席書駈
務連維

所民事
官あて
l も

事務
連絡
民事局 平成28年
3月22日

315 寺別送達における郵便業務従事者
､の注意喚起の方法について

平成28年
3月22日

等，地方，家
裁判所首席書
官あて総務
三課長事務塁

事務
連絡
総務局 平成28年
3月22日

316 寺別送達及び回送嘱託における郵
更物の取扱い等について

平成28年
3月22日

i等,地方，家
裁判所首席書
I官あて総務局
i三課課長補佐
6び民事局第三
線長補佐事務
I絡

事務
連絡
総務局 平成28年
3月22日

317 予納郵便切手の交換に関する事務
の取扱いについて

平成28年
3月28日

第74号高
判所長官，
，家庭裁判
あて総務局
経理局長通

三
裁
方
長
，

Ｌ
Ｄ
Ｏ
凸
■
ｒ
■
ｌ
ｃ
Ｄ
ｈ
■
■
●
ワ
Ｂ
ｐ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
■
、
■
●
■
ｐ
■
■

通達 総務局 平成28年
3月28日

穿畦． 津山11韮■冨垂
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319 障害を持つ裁判員等のためのサ
ポートに関する業務委託の予算示
達上申手続等について

半厩ZUヰ

2月26日
I寺，咄〃裁干リ

i事務局長あて
l事局第三課長
；務連絡

事務
連絡
刑事局 平成28年
2月26日

320 ｢裁判員メンタルヘルスサポート
窓口」に関する業務委託の詳細等
について

平成28年
3月22日

I方裁判所事務
i長あて刑事局
E課長事務連
r ・

事務
連絡
刑事局 平成28年
3月22日

321 録音事務を行うに当たっての留意
事項について（書簡）

平成27年
10月14日

等裁判所事務
次長，地方，
庭裁判所あて
務局第三課長
簡

その
他
総務局 平成27年
10月14日

322 ｢適正事務(事務フローの視
点） 」の掲載について（事務連
絡）

平成28年
3月29日

等，地方，家
裁判所首席書
官あて総務局
三課長事務連

事務
連絡
総務局 平成28年
3月29日

323 録音反訳事務における反訳の発注
に関する留意点について（事務連
絡）

平成28年
2月23日

高等，地方，家
庭裁判所舩廷管
理官あて総務局
第三課長補佐事
務連絡

事務
連絡
総務局 平成28年
2月23日

324 録音反訳事務における反訳業務の
発注について（事務連絡）

平成28年
2月23日

i等裁判所事務
'次長，地方，
庭裁判所事務
,長あて総務局
;三課長，経理
,用度課長事務
!絡

事務
連絡
総務局 平成28年
2月23日

325 最高裁判所への報告及び外部機関
への通知等に関する事務フローの
確認について（事務連絡）

平成27年
12月22日

i等裁判所事務
'次長，地方，
庭裁判所事務
'長あて総務局
'三課長事務連

事
■ 務
連絡
総務局 平成27年
12月22日

326 録音反訳方式を利用した供述録取
事務を行う上での留意事項につい
て（事務連絡）

平成27年
12月10日

罫等，地方，家
畠裁判所首席書
B官あて総務局
官三課長，経理
計用度課長事務
廻絡

事務
連絡
篭務局 平成27年
12月10日

327 ｢録音体通達；帳簿諸票取扱通達
こび刑事事件記録送付保存通達の
【正の概要」の送付について（事
§連絡）

脾
日
高等，地方，家
庭裁判所事務局
長あて総務局第
三課長事務連絡

事務
連絡
篭務局 F成28年

月27日

328 置療観察事件における保護者の圏
汲ぴ告知事務等に関する留意点
:ついて

平成28年
7月7日

高等，地方裁判
所事務局長あて
刊事局第二課
長，総務局第三
深長事務連絡．

事務
連絡
篭務局 平成28年
7月7日

329 二訴記録等の査閲における指導の
Eり方について

平成28年
7月28日

高等，地方，家
庭裁判所首席書
記官あて総務局
第三課長事務連
絡

事務
連絡
総務局 平成28年
7月28日

330 財産的被害の集団的な回
の民事の裁判手続の特例
法律の施行に伴う規程の

手続の特例
に伴う規程の

者の
ため
する
等にこついて

費
の
関
定

…
２
こ
り

平成28年
7月29日

ｉ
一
Ｆ
§

，

君
宅

判
て
長

高等
蓬裁
艮あ
三課

､方，家
『事務局
&務局第
胃務連絡

事務
連絡
総務局 平成28年
7月29日

童
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332 後見等に関する事件に係る記録の
廃棄事務等について

平成28年
9月30日

事
家
官
三
第
絡

高等裁判所民
首席書記官，
庭裁判所（家
事）首席書記
あて総務局第
課長，家庭局
二課長事務連

事務
連絡
総務局 平成28年
9月30B

333 音声圏識再生ソフト(Windo
ws8． 1 Pr◎対応版）の取
扱いについて

平成28年
9月2日

判所刑事
あて総務
課長事務

裁
官
三

方
記
第
絡

地
書
局
連

事務
連絡
総務局 平成28年
9月2日

334 「予納郵便切手の取扱いに関する
規程の運用について」の一部改正
及び予納郵便切手に関する規範の
整理について

平成28年
12月15日
高等,地方，家
庭裁判所事務局
長あて総務局第
三課長事務連絡

事務
連絡
総務局 平成28年
12月15日

335 「「予納郵便切手の取扱いに関す
る規程」及び「予納郵便切手の取
扱いに関する規程の運用につい
て」の改正の概要」の送付につい
て

平成29年
9月25日

高等， ･地方，家
庭裁判所事務局
長あて総務局第
三課長事務連絡

事務
連絡
総務局 平成29年
9月25日

336 訴訟等関係人の尋問､供述等の記
録媒体への保存等に関する事務の
取扱いについて

平成29年
5月31日
総三第47号高
等裁判所長官 ウ

地方裁判所長，
家庭裁判所長あ
て総務局長，情
報哩畢個 握彌達

通達 総務局 平成29年
5月31日

337 「訴訟等関係人の尋問，供述等の
記録媒体への保存等に関する事務
の取扱いについて」の送付につい
て

平成29年
5月31日

高等裁判所事務
局長,地方裁判
所事務局長,家
庭裁判所事務局
長あて総務局第

壼雲鳥騨聲
リテイ室長事務
連絡

事務
連絡
総務局 平成29年
5月31日

338 訴訟等関係人の尋問，供述等の記
録媒体への保存等に関する事務の
取扱いについて

平成30年
2月28日

判所事務
高等裁判
首席書記
等裁判所
席書記
方裁判所
長,地方
民事首席
，地方裁
事首席書
家庭裁判
局長，家
所家事首
官，家庭
少年首席
，家庭裁
席書記官
務局第三
務連絡

等裁
長，
民事
，高
事首
，地
務局
判所
記官
所刑
官
事務
裁判
書記
判所
記官
所首
て総
長事

高
局
所
官
刑
官
事
裁
書
判
記
所
庭
席
裁
書
判
あ
課

事務
連絡
総務局 平成30年
2月28日

339 刑事の手続において緊急の処理が
要請される事務の適正確保につい
て

平成29年
11月6日

尚寺， エ巴勾，琢

庭裁判所事務局
長あて刑事局第
二課長，総務局
第三課長事務連
絡

事務
連絡
総務局 平成29年
11月6日
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付申請がなされた場合の取扱いに
ついて

平成27年
11月18日

等，地方，家
裁判所事務局

蕊蕊蕊

冨
匡
艮
三

事務
連絡
総務局 平成27年
11月18日

342 DV等支援措置に関する取扱いの
総務省自治行政局住民制度課長通
知への対応等について（事務連
絡）

平成30年
11月30日

等，地方，家
裁判所事務局
宛て民事局第
課長，家庭局
二課長，総務
第三課長事務
絡 ．

言
匡
宮
屋
一
富
．
可
里

事務
連絡
民事局 平成30年
11月30日

343 ｢ドメスティック・バイオレン
ス 『 ストーカー行為等，児童虐待
及びこれらに準ずる行為の被害者
の保護のための住民基本台帳事務
における支援措置に関する裁判所
との連携について（通知） 」.の周
知依頼について

平成30年
12月26日

高等，地方，家
庭裁判所事務局
長宛て民事局第
一課長，家庭局
第二課長，総務
局第三課長通知

通知 民事局 平成JU#
12月26日

344 アメリ力合
れている錐

，衆国カンサス州に行わ
i姻法等について

昭
昨
ﾛ31年
24日
累庭甲第55号
罵庭局長回答

回答 家庭局
■
■
■
ｒ
■
Ｌ
Ｐ
４

和31年
ﾖ24日

345 民法第千五条の過料の裁判管轄に
ついて

昭

距

一

刺28年
27日
庭甲第123
塚庭局長回答

回答 家庭局
■
Ｒ
Ｐ
ｈ
。

和28年
ﾖ27日

346 過料に処せられるべき法令違反行
為を行った者を発見した場合の処
理方法について

昭和30年
5月16日

;事甲
高等義
138

判所長
'、地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 召和30年
i月16日

347 清算人の選任について 沼i
諒
凸
Ｐ
ｆ
“
＆

37年
6日
;一第95号民
局長回答

回答 民事局 昭
距

野
凹
Ｐ
ｆ
４
４

37年
6日

348 会社その他の法人を代表すべき者
に関する資格証明書について

昭和28年
9月15日

}事甲第199
高等裁判所長
、地方、家庭
判所長（静岡
除く）あて民
局長通知

通知 民事局 昭和28年
）月15日

349 壕埋1劇＝五感蛮厚Uﾉ乏同七乗WI－刀、

かる裁判上の行為について．
昭和45年
3月12日

もこ第210号
『等裁判所長
『､地方裁判所
i (新潟を除
i ･ ）あて民事
も得蒲知

通知 民事局 昭和45年
3月12日

6

350 在監者に対する特別送達郵便物の
取扱いについて

昭和44年
9月10日

'三第48号高
裁判所長官、
,方、家庭裁判
長あて総務局
通知

通知 総務局 唖 釦』』倖一再■ｰワ ー ■

9月10日

351 少ヰ院Xi江少ヰ猛

ている者に対する
いて

篝
所'二収谷ごれ

類の送達につ
昭和56年
7月15日

号高
官、
（東
）裁
総務

三第26
裁判所長
方、家庭
を除く。
所長あて
長通知

通知 総務局 昭和56年
7月15日

352 訴訟物の価額の算定基準について 昭和31年
12月12日

滝争甲昂41差

号高等裁判所長
雪、地方裁判所
蔓あて民事局長
閨知

通知 民事局 昭和31年
12月12日
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354 訴訟物の価額の算定基準について 昭和39年
6月18日
民二第389号
高等裁判所長
官､地方裁判所
長（東京を除
＜・ ）あて民事
局長通知

通知 民事局 昭和39年
6月18日

355 土地を目的とする訴舩の訴訟物の
価額の算定基準について

平成6年3
月28日

号高
官地
（東
）あ
通知

民二第7g
等裁判所長
方裁判所長
京を除く。
て民事局長

通知 民事局 平成6年3
月28日

356 民事訴訟法第一九八条第二項によ
る申立事件の手数料および立件の
可否について

昭和47年
1月12日

二第25号高
裁判所長官､′
方裁判所長
東京を除
。 ）あて民事
長、総務局長
知

所
を除
あて民事
総務局長

晃
亭
也
く
く
．
可
閨

通知 民事局 昭和47年
1月12日

357 離婚にともなう財産分与の申立手
数料について

昭和46年
11月5日
晶二第1073
号高等裁判所長
言、地方裁判所
受（旭川を
〈）あて民
晟通知

薑局

通知 民事局 昭和46年
11月5日

358 執行文の付与の申立ての手数料に
ついて

昭和56年
9月2日
二第1082
高等裁判所長
、

。

地方裁判所
(前橋を除
）あて民事
長通知

通知 民事局

●

昭和56年
9月2日

359 民事事件の口頭弁論調書等の様式
及び記載方法について

平成16年
1月23日

三第2号高等
判所長官，地
『 家庭裁判所
あて総務局
b民事局長，
庭局長通達

通達 総務局 平成20年
3月27日

360 民事訴訟の迅速処理に伴う経費の
支出について

昭和25年
12月1日

監理、民事第1
号高等裁判所長
言、地方裁判所
蔓あて経理局
受、民事局長通
室

通達 民事局 昭和25年
12月1日

361 ｢民事訴訟の迅速処理に伴う経費
､支出について」の通達により立
雪支出した費用の取立ての事務処
里手続について ●●

昭和48年
1月10日

嘗三第1号総務
可長､経理局長
｡答

回答 総務局 昭和48年
1月10日

362 弧的独占の禁止及び公正取引の確
杲に関する法律第83条の3に基
づく通知について

平成13年
3月27日
ﾃ三第59号地
5裁判所長あて
ﾃ政局長通知

通知 行政局 平成13年
3月27日

363 私的独占の禁止及び公正取引の確
保に関する法律第79条に基づく
通知について

平成27年
5月8日

テニ第2号地方
髄判所長あて行
k局長通知

通知 行政局 平成27年
5月8日

364 訴訟における期日変更の申立等に
際して訴訟関係人から提出する医
師の診断書について

昭和26年
1月18日

民事、刑事甲第
3号高等裁判所
長官、地方裁判
所長あて民事局
長、刑事局長通
知

通知 民事局 昭和26年
1月18日
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366 専門委員の任免等について 平成15年
12月2日

目
蜜
側
月
彊

二
等
，
判
総

晃
葛
毎
コ
患
爵

;506号
判所長
|方,家庭
１
，
日
Ｐ

長あて事
依命通達

通達 民事局 平成24年
10月29日

367 専門委員の任免手続等について 平成15年
12月2日
晃二第507号
奇等裁判所長
言，地方，家庭
髄判所長あて民
属局長，行政局
蔓，家庭局長，
〔事局長依命通
髪

通達 民事局 平成15年
12月2日

368 司法委員の選任等に関する件 昭和23年
11月2日
民事甲第184
号各地方裁判所
長あて事務総長
通達

通達 民事局 召和23年
1月2日

369 物上代位権者による清算金債権に
対する差押えの有無等につき税務
署長等から照会があった場合の取
扱いについて

昭和54年
4月10日
民二第387号
地方裁判所長あ
て民事局長通達

通達 民事局 昭和54年
4月10日

370 ｢民事訴訟費用等に関する法
律｣ ， 「刑事訴訟費用等に関する
法律」等の運用について

平成9年1
2月22日

もこ第616号
；等裁判所長
『，地方，家庭
剛所長あて事
冒饗長通達

通達 民事局
Ｇ
◆

平成12年
8月28日

371 ｰ＝マピグ可ハ『刀ヶ羅刀可ロー周フーー時－

反事件の事務取扱上の疑義につい
て

昭和28年
2月16日

&第89号高等
髄判所長官、地
ﾗ裁判所長（新
島を除く．。 ）あ
ご訟廷課長通知

通知 総務局 昭和28年
2月16日

372 訴訟上の担保として登録国債を提
供する場合の取扱について

昭和27年
5月13日
民事甲第72号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長（東京を除
く。 ）あて民事
局長事務代理通
知

通知 民事局 昭和27年
ﾗ月13日

373 ． 民事訴訟法等の施行に伴う供託事
務の取扱いについて

平成9年1
2月26日

もこ第625号
5等裁判所長
『、地方裁判所
〉て民事局長通
］

通知 民事局 平成9年1
2月26日

374 記名株券等の供託について 昭和28年
12月21日

■
、
。
Ｕ
二
■
■
Ｆ
■
ｒ

事甲第288
高等裁判所長
『、地方、家庭
群ﾘ所長あて民
5局長通知

通知 民事局 昭和28年
12月21日

375 供託書の取扱について 昭
＝

〕4

。
■
四
■
■
■
■
８

１
１
34年
2日
ミニ第245号
弓事局長回答

回答 民事局
跡
ロ
展
沢

ﾛ34年
12日

376 日本銀行の営業時間外における供
託有価証券等の特別取扱について

昭和35年
4月6日

二第203号
等裁判所長
、 地方、家庭
判所長あて民
局長通知

通知 民事局 昭和35年
4月6日
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公
つ

蕊|通知|民事局|雛
いて

378 争点整理手続等におけるテレビ会
議システムの利用等について

平成20年
3月19日

民
高
所
あ
家
局

二第002966号
裁長官地裁
長
て
庭
得

，
民
局
涌

家裁所長
事局長,
長
逵

？ 総務

通達 民事局 平成20年
3月19日

379 審尋手続におけるテレビ会議シス
テムの利用について

平成21年
5月15日

民二第004299号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長，家庭裁判所
長あて民事局
長，家庭局長通
知

通知 民事局 平成21年
5月15日

380 医学関係の鑑定人の推薦について 昭和49年
6月5日
昊二第459号
高等裁判所長
言、地方裁判所
長あて民事局
長、刑事局長通
産 ‘

通達 民事局

、

〃

昭和49年
6月5日

381 筆跡等の鑑定について 昭和33年
12月6日
民二第516号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて民
事局長も家庭局
長通知

通知 民事局 昭和33年
12月6日

382 鑑定人の適任者の推薦について 昭和48年
2月22日
民二第152号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて民事局長
通知 ．

通知 民事局 昭和48年
2月22日

383 裁判所が事件に関し不動産の価格
につき鑑定を命ずる場合の運用に
ついて

昭和40年
3月22日

イ

民三第193号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知

０

■

Ｐ

民事局 昭和40年
3月22日

384 民事臨検旅費の歳入納付について 昭和34年
1月24日

民
事
長

二第29号民
局長、経理局
回答

回答 民事局
｡

昭和34年
1月24日

385 調停委員が証人として民事裁判所
の喚問を受けた場合の証言につい
て

昭和37年
5月11日
民三第212号
民事局長回答

回答 民事局 昭和37年
5月11日

386 不動産鑑定評価の依頼先について 昭和42年
6月29日
民二第585号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて民事局長
通知 ‘

通知 民事局 昭和42年
6月29日

387 公示催告手続について（公示催告
手続の終了）

昭和32年
7月22日
溌一第290号
溌廷部長、民事
昂長回答

●

■

回答 総務局 昭和32年
7月22日

388 公示催告手続における電信電話債
券発行証明書の有効期限の取扱い
こついて

昭和40年
10月25B

内
軍
畠
ジ
剣
。
今
津
■
■
誼
‐

二
方
民

昊
也
て

胃785号
&判所長あ
罫局長通知

通知 民事局 昭和40年
10月25日

389 仲裁判断書正本の送達について 昭和46年
12月22日
昊二第1237
号高等裁判所長
言、地方裁判所
良（東京を除
く。 ）あて民事
弓長通知

通知 民事局 昭和46年
12月22日
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391 消費税法施行に伴う民事，刑事 9
家事及び少年各事件における報酬
等の取扱いについて

平成1年3
月28日
民三第796号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて経
理局長，民事局
長，刑事局長，
家庵局長痛知

通知 民事局 平成1年3
月28日

392 民事，刑事,家事及び少年各事件
における報酬等の取扱いについて

平成9年3
月12日
民三第133号
高等裁判所長
宮，地方，家庭
裁判所長あて経
理局長，民事局
長，刑事局長，
窪 毒局鳫蒲知

通知 民事局 平成9年3
月12日

393 民事保全の手続における録音体の
利用，調書の様式等について

平成16年
3月5日

晃二第97号高
亭裁判所長官，
也方，家庭裁判
所長あて民事局
受，家庭局長，
総務局長涌逹

通達 民事局 平成29年
12月7日

394 一
的
れ
供

奴左押ロロや こ'副

基づき異なる目
押命令が発せら
仮差押解放金の

牙しノニ

権に
仮差
ける

唖1－元直つ

の被保全債
物について
た場合にお
託について

平厩10=

3月6日
晃二第105号
罰等裁判所長
言，地方裁判所
受，家庭裁判所
蔓あて民事局長
闇知

通知 民事局 平成15年
3月6日

395 民事保全規則第20条第1号ハの
不動産の価額を証する書面につい
て

平成2年9
月27日

もこ第376号
；等裁判所長
『，地方裁判所
モ （新潟を除
i ・ ）あ
)長通知

て民事‘

通知 民事局 平成2年9
月27日

396 民事保全法第33条の規定による
原状回復の申立ての手数料につい
て

平成2年1
1月15日
:二第459号
i等裁判所長
『，地方裁判所
＆ （千葉を除
b)あて民事
；鳫蒲知

通知 犀：罫Fーー 局 平成2年1
1月15日

397 より事件の
保全命令の
おける保全
消の嘱託に

条に
所が
合に
の抹

第28
た裁判
した場
〈登記

民事保全法
移送を受け
取消決定を
命令に基づ
ついて．

平成4年5
月29日
忌二第115号
奇等裁判所長
言，地方裁判所
曼あて民事局長
闇知

通知 民事局 平成4年5
月29日

398 民事訴訟法の施行に伴う公証事務
の取扱いについて

平成9
2月26日

二
等
、
あ
知

．
霜
嵜
司
毎
コ
三
蕊
西
エ

二

あ

第624号
等裁判所長
、地方裁判所
て民事局長

通知 民事局 平成9年1
2月26日

399 特疋謬疋の天幼寺の浬知I=つい L 平成28年
3月14日
晃一第344号
奇等裁判所長
言,地方裁判所
受あて民事局長
園知

通知 民事局 平成28年
3月14日

400 原子力損害の賠償に関する法律の
一部を改正する法律等の公布等に
ついて

平成30年
12月25日

晶二第4385号高
専裁判所長官，
也方裁判所長あ
て民事局長通知

通知 民事局 平成30年
12月25日

401 民事執行等における担保又は保証
に係る支払保証委託契約の契約書
のひな型等について

昭和55年
12月23日
民三第1495
号高等裁判所長
官､地方裁判所
長
通鶏
て民事局長

通知 民事局 昭和55年
12月23日
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也方裁判所岳
て民襲局長弼

昊冨iF

連Ono6q3自 ｜墓414 I保険法の施行に仁 ノノ堂
法
壷

届で

403 民事執行等における担保又は保証
に係る支払保証委託契約の契約書
のひな型等の追加について

昭和58年
6月3日
民三第794号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局 昭和58年
6月3日

404 民事訴訟法，民事執行法等に基づ
く支払保証制度の契約書のひな型
について

昭和62年
11月20日
民三第3310
号高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて民
事局長
長通知

9 家庭局

通知 民事局 召和62年
1月20日

405 民事執行等における担保又は保証
に係る支払保証委託契約の契約書
のひな型等の一部改正について

平成2年1
2月18日

民

通

二第508号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて民事局長
知

通知 民事局 平成2年1
2月18日

406 民事執行法等の施行に伴う供託事
務の取扱いについて

昭和55年
9月18日
民三第1032
号高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて民事局長
通達

通達 民要局 昭和55年
9月18日

407 民事執行等における担保又は保証
に

平成9年1
2月12日
民二第591号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長，家庭裁判所
長あて民事局
長，家庭局長通
知

通知 民事 『

国

司 平成9年1
2月12日

408 民事執行法等における保証に係る
支払保証委託契約の契約書のひな
型等について

平成10年
12月16日
民三第637号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局 平成10年
12月16日

409 民事保全法等の施行に伴う供託事
務の取扱いについて

平成2年1
1月30日
民三第483号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局 平成2年1
1月30日

410 担保物権及び民事執行制度の改善
のための民法等の一部を改正する
法律等の施行に伴う供託
扱いについて

事務の取

平成16年
3月26日

務
判
事
裁
所
方
判
地
裁
，
等
長

与
可
．
可

肺事務局長，家
屋裁判所事務局
蔓あて民事局第
一課長，家庭局
富一課長事務連
借

事務
連絡
民事局 平成16年
3月26日

411 供託規
ついて

則の一部を改正する省令に 平成17年
2月10日

地方，家
所事務局
民事局第
，刑事局

曇長壼霧

，
判
て
長
課
一

等
裁
あ
課
二
第
絡

■
ｈ
ｌ
ｌ
ｂ
Ｆ
Ｂ
Ｂ
Ｄ
■
、
、
■
６
，
■
■
Ｄ
Ｆ
Ｄ
●
Ｉ
，
■
■

事務
連絡
民事局 平成17年
2月10日

412 深圖七祝貝ﾘ”ー句』玖止寺1-1干フサt圖七

事務の取扱い等について
平成17年
3月8日

ｆ
二
用
ｆ
暑
‐

，
判
て
長

高等
庭裁
長あ
－課

h方，家
『事務局一
§事局第
醗労浬霜

事務
連絡
民事局 平成17年
3月8日

413 供託規則の一部を改正する省令に
ついて

平成20年
2月8日

蓄
偏
淵

高
裁
連

9 地裁，家
長あて事務

事務
連絡
民事局 平成20年
2月8日

シ
匙
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415 不動産強制競売ならびに任意競売
に関し利害関係人に対してする通
知書の記載について

昭和36年
7月26日
民二第393号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて民事局長
通達

通達 民事局 昭和36年
7月26日

416 不動産強制競売ならびに任意競売
に関し利害関係人に対してする通
知書の記載について

昭和36年
9月15日
民二第477号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて民事局長
通達

通達 民事局 昭和36年
9月15日

417 ‘ 不動産競売期日の公告掲示箇所に
ついて

呪
6‘

ｑ
０
．
４
■
■
ｑ
Ｉ

苛
咀
Ｄ
４
４

33年
9日

E亘童E
言
勺
②
面
‐

手
民

へ
コ
ヲ

。
■
ｒ
矛

富185
弓長回答

回答 民事局 昭
脹

出
切
り
ｆ
４

33年
9日

418 道路交通事業抵当法第十七条の規
定による主務大臣に対する通知の
取扱について

昭和27年
9月2日
晃事甲第146
号高等裁判所長
毎
昌
彙

、 地方裁判所
あて民事局長
園達

通達 民事局 昭和27年
9月2日

419 民事執行法による農地等の売却の
処理方法について

平成10年
10月29日
忌三第545号
葛等裁判所長
罫,地方裁判所
量あて民事局長
圃知

通知 民事局 平成10年
10月29日

420 民事執行法による農地等の売却の
処理方法について

平成12年
12月26日
晶三第649号
苛等裁判所長
言，地方裁判所
員あて民事局長
固知

通知 民事局 半厩1Z年
12月26日

421 民事執行法による売却の目的物で
ある農地等の現況に疑義がある場
合の取扱いについて

昭和58年
7月1日

忌三第941号
苛等裁判所長
乱地方裁判所
畠あて民事局長
圃知

通達 民事局 昭和58年
7月1日

422 船舶又は自動車に対する民事執行
に関して行われる運輸省の事務処
理について

昭和55年
10月20日
e三第1178
計地方裁判所長
らて民事局長通
ロ

通知 民事局 昭和55年
10月20日

423 登録自動車を目的とする民事執行
事件における差押え等の登録の嘱
託の嘱託先の変更について

昭和60年
3月18日
民三第464号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局 昭和60年
3月18日

424 登録自動車を目的とする民事執行
事件における差押え等の登録の嘱
託の嘱託先について

平成12年
12月15日

忌三第642号
笥等裁判所長
言，地方裁判所
量あて民事局長
盟知

通知 民事局 平成12年
12月15日

425 ﾖ動車の評価のための鑑定人選任
二関する財団法人日本自動車査定
協会の要望について

昭和42年
7月3日
晃三第589号
緊庭裁判所長あ
て民事局長、家
一

任』局長通知

通知 呈事局 昭和42年
7月3日

426 中古建設機械の評価のための鑑定
人選任に関する社団法人日本産業
機械工業会建設機械中古車査定委
員会の要望について

昭和52年
10月14B
島三第903号
司等裁判所長
言、地方裁判所
蔓あて民事局長
園知

通知 民事局 召和52年
0月14日

427 失業保険法の一部を改正する法律
の公布について

昭和38年
7月18日
民二第391号
高等裁判所長．
官、地方、家庭
裁判所長あて民
事局長通知

通知 民事局 昭和38年
7月18日
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2二すも氏畢執T

冨低の車錐肌圏
二
宮

半鵬1 1土
3日14円

ついて 、

法等の－部副
温評の酌柵L

出
嘔
閏
［

て

429 晃事訴
畜17．
訟規則第68条第1
o条第2項の録音テ

､の記録の手続等について

項及び
一プ等
平成9年1
2月8日

等、地方、家
裁判所事務局
あて民事局第
課長、総務局
三課長事務連

事務
連絡
民事局 平成9年1
2月8日

430 滞納処分と強制執行等との手続の
調整に関する事務の取扱いについ
て

平成2年1
2月13日

§三第499号
;等裁判所長
『，地方裁判所
をあて民事局長
i達

通達 民事局 平成14年
2月15日

431 帯納処分と強制執行等との手続の
凋整に関する法律および同規則の
蕊義について

'一

昭和33年
6月11日
昊事甲第209
号高等裁判所長
毎
昌
云

、 地方裁判所
(岐阜を除

〈。 ）あて民事
計長通知

通知 民事局 昭和33年
6月11日

432 土地の収用等と強制執行等との調
整に関する規則の運用について

昭和42年
12月28日
民三第1123
号地方裁判所長
あて民事局長通
達

通達 民事局 昭和55年
9月24日

433 1貝確J由四W1距戸置守W雷ユ1－ノし、

て

昭和61年
6月24日

地方裁判所民事
首席書記官あて
民事局第一課
長，総務局第三
課長通知

通知 民事局 昭和61年
6月24日

434 胃権届出の催告書の書式について． 平成6年1
〕月27日

方裁判所民事
席書記官あて
事局第一課
，総務局第三
長通知

也
首
晃
艮
梁

通知 民事局 平成6年1
0月27日

435 汎行裁判所等に対して送付する交
寸要求書等の延滞税欄の記載要領
こついて

平成6年1
0月27日
晃三第347号
也方裁判所長あ
て民事局長通知

通知 民事局 平成6年1
0月27日

436 了の不動産について相
者とする抵当権の実行
売の申立てがあった場
につ.いて

ー

不記登続相
続人を所有
の競として

合の取扱いI

昭和62年
4月14日

地方裁判所事務
局長あて民事局
第三課長通知

通知 民事局 昭和62年
4月14日

437 民事執行における剰余金の供託の
方法等について

平成2年2
月9日

地方裁判所事務
局長あて民事局
第＝輿長涌知

通知 民事局 平成2年2
月9日

438 なってい

える場合
ついて

止と

押さ
法に

契約者回線が利用休
る電話加入権を差し
の目的財産の表示方

平成2年3
月14日
民三第90号地
方裁判所長（松
山を除く。 ）あ
て民事局長通知

通知 民事局 平成2年3
月14日

439 租税特別措置法の一部改正に伴う
不動産書妃事務の取扱いについて

平成6年3
月22日

高等， 地方,家
庭裁判所事務局
長あて民事局第
一課長，家庭局
箪一誤信涌知

通知 民事局 平成6年3
月22日

440 租税特別措置法の一部改正に伴う
不動産登記事務の取扱いについて

平成6年3
月30日

高等，地方，家
庭裁判所事務局
長あて民事局第
一課長，家庭局
第一課長通知

通知 民事局 平成6年3
月30日
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442 租税特別措置法の－部改正に伴う
不動産登記嘱託の取扱いについて

年 高等，地方，家
庭裁判所事務局
長あて民事局第

壼塞曇長蕊局

通知 民事局 平成11年
3月29日

443 租税特別措置法等の－部改正に伴
う不動産登記嘱託の取扱いについ
て

平成12年
3月30日

高等，地方，家
庭裁判所事務局
長あて民事局第
一課長，家庭局
第一課長通知

通知 民事局 平成12年
3月30日

444 租税特別措置法等の一部改正に伴
う不動産登記嘱託の取扱いについ
て

平成13年
3月29日

高等，地方，家
庭裁判所事務局
長あて民事局第
一課長，家庭局
第一課長通知

通知 民事局 平成13年
3月29日

445 登録免許税法等の一部改正に伴う
不動産登記嘱託の取扱いについて

平成15年
3月28日
民三第154号
高等，地方，家
庭裁判所事務局
長あて民事局第
一課長，家庭局
第一課長通知

通知 民事局 平成15年
3月28日

446 租税特別措置法等の一部改正に伴
う不動産書記嘱託の取扱いについ
て

平成17年
3月30日

最高裁民三第000
211号高等，地
方，家庭裁判所
事務局長あて民
事局第一課長，
家庭局第一課長
通知

通知． 民事局 平成17年
3月30日

447

＆

租税特別措置法等の一部改正に伴
う不動産登記嘱託の取扱いについ
て

平成18年
3月30日

民三第000220号
高等，地方，家
庭裁判所事務局
長あて民事局第
一課長，家庭局
第一課長通知

通知 民事局 平成18年
3月30日

448 り沮碗狩万ﾘf百I画室寺W－司》唾エ1-1千

う不動産書記嘱託の取扱いについ
て ．

平成19年
3月30日

民三
高裁
地裁
家義
て民
長， ｜
課長

000197号
務局長，
務局長，
務局長あ
局第一課
庭局第一
知

■
ｂ
０
■
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■
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ｐ
■
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■
し
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通知 民事局 平成19年
3月30日

449 租税特別措置法等の一部改正に伴
う不動産登記嘱託の取扱いについ
て

■ 今

平成21年
3月31日

民三第000216号
高等裁判所事務
局長，地方裁判
所事務局長，家
庭裁判所事務局
長あて民事局第
一課長，家庭局
第一課長通知

通知 民事局 平成21年
3月31日

450

ノ

租税特別措置法等の一部改正に伴
う不動産登記嘱託の取扱いについ
て

平成23年
4月4日

民三第000212号
高等，地方，家
庭裁判所事務局
長宛民事局第一
課長，家庭局第
課 一

■長通知

通知 民事局 平成23年
4月4日

451 租税特別措置法等の一部改正に伴
う不動産登記嘱託の取扱いについ
て

平成23年
6月30日

民三第000540号
高等，地方，家
庭裁判所事務局
長宛民事局第一
課長，家庭局第
一課長通知

通知 犀雲F一○ 局 平成23年
6月30日

亜歳クク金
』
ロ
一
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453 等を図るための
関する法律によ
部改正に伴う自
産税課長通知の

競売手続の円滑化
對係法律の整備に
る民事執行法の一
台省税務局固定資
差付について

平成10年
10月23日

地方裁判所事務
局長あて民事局
第三課長事務連
絡

事務
連絡
民事局

『

平成10年
10月23日

454 臆売物件に対する住宅金融公庫融
蟹の適用について

平成11年
5月31日

民三：
地方ヨ
て民恩

胃235号
#判所長あ
ﾖ局長通知

通知 民事局 平成11年
5月31日

455 競売物件に対する住宅金融公庫融
資の適用について

平成11年
5月31日

地方ヨ
局長Z
第

寓
猛
■

一
一
一

E判所事務
うて民事局
R長通知

通知 民事局 平成11年
5月31日

■ ■■

456
U■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ﾛ■■■■■■■■■■ﾛ■■■■■■■■－一－

不動産執行事件における住宅金融
公庫の融資の公示について

一

平成16年
12月17日

＝ ■ ■

壷謡璽1面斤章蕊
～タョ…~『刃J〃U手切”

局長あて民事局
第三課長事務連
絡

一
開舸

一切 〃

連絡

岸璽
ｂ
ｂ
ｒ

ヨ

一 一 一 一 ー

画
与
ロ *1RF
ロ ロー■ー ロ

12月17日

457 民事執行法による農地等の売却の
処理方法について

平成21年
12月15日

民三第000951号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長
通
あて民事局長
知

通知 民事局 平成21年
12月15日

458 民事執行法による農地等の売却の
処理方法について

平成24年
3月30日

民三第000212号
高等裁判所長

鬘ぁ等蕊贄雲
通知 ① ｡

通知 民事局 平成24年
3月30B

459 租税特別措置法等の一部改正に伴
う不動産登記嘱託の取扱いについ
て

平成25年
4月2日

受高裁民三第1
37号高等，地
ﾗ,家庭裁判所
目務局長宛民事
計第一課長，家
崖局第二課長通
、

通知 民事局

D

j

／

平成25年
4月2日

＆

460 「差押命令の申立てが取り下げら
れたことを証する書面」の様式に
ついて

平成29年
1月23日

1

1

1

方
事
事

E‘
】！

●
４
■
ｊ
■

等，地
裁判所
あて民
課長事

芽
司
』
慶
一
雪
翼
宮
一

家
局
第
絡

務
．
可
重

事務
連絡
民事局 平成29年
1月23日

461 人事訴訟事件の事実の調査におい
て作成する調書その他の文書の様
式，編成等について

平成16年
1月23日

家一第1 1号高
等裁判所長官，
家庭裁判所長あ
て家庭局長通達

通達 家庭局 平成16年
1月23日

462 皮産､ ､会社更生手続開始等の申立
ての有無に関する照会について 職春

総三第17号地
方裁判所長あて
総務局長通知

通知 総務局 昭和53年
6月22日

463 籔金の支払の確保等に関する法律
極行規則第十七条第二項の裁判所
D証明書について

昭和53年
3月13日
晃三第257号
葛等裁判所長
言、地方裁判所
畠（東京を除
〈。 ）あて民事
弓長通知

通知 民事局 昭和53年
3月13日

464 戸籍事務司掌者に対する破産手続
開始決定確定等の通知について

平成16年
11月30日

晶三第000113号
高等裁判所長
宮，地方裁判所
畠あて民事局長
菌達

通達 民事局 平成16年
11月30日

々

465 破産決定及び復権に関する決定の
確定通知書における確定年月日の
表示方法について

平成2年2
月21日
民三第61号高
等裁判所長官，
地方裁判所長あ
て民事局長通知

通知 民事局 平成2年2
月21日
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467 対し砿産宣告をし
知ならびに外国に
書類の送達につい

者に
産通
民事

外国人債務
た場合の破
おいてなす
て

昭和44年
6月16日
民三第478号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長（津を除
く。 ）あて民事
局長通知

通知 民事局 昭和44年
6月16日

468 破産者の免責手続について租税官
署等から照会があった場合の対応
について

鄙

平成16年
12月16日

民三第0〔
＝ ＝ 今 凸凸 一

埋万裁判

0171号
所長あ

て（東京除
〈。 ）民事局長
通知

通知 民事局 平成16年
12月16日

469 破産法等の施行に伴う関連省令の
公布並びに不動産及び商業・法人
登記事務の取扱いについて

平成16年
12月27日

民三第000181号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局 平成16年
12月27日

470 圃産規則第､23条第4項等の規定
こよる印鑑の証明をするときの事
蟹処理について

平成16年
11月30日

民三第000116号
地方裁判所長あ
て民事局長，総
務局長涌逹

通達 民事局 平成16年
11月30日

471 昊事再生法及び民事再生規則の施
行に伴う不動産登記事務の取扱い
こづいて

平成12年
3月31日
民三第197号

喜箒謬騎所
長あて民事局長
通知

通知 民事局 平成12年
3月31日

472 民事再生法等の施行に伴う商業。
法人登記事務の取扱いについて

平成12年
3月31日
民三第198号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局 平成12年
3月31日

473 不動産登記申請書に添付するため
の民事再生手続又は特別清算手続
の監督委員の選任を証する書面に
おいて監督委員の印影を証明する
ときの様式について

平成15年
1月22日

最高裁民三第2
0号地方裁判所
長あて民事局
長，総務局長通
達

通達 民事局 平成18年
3月22日

474 民事再生法等の施行に伴う供託事
務の取扱いについて

平成12年
3月31日

民
高
官
長
通

等
三第199号
裁判所長

p 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 平成12年
3月31日

475 外国倒産処理手続の承認援助に関
する法律等の施行に伴う商業･法
人登記事務の取扱いについて

一

平成13年
3月30日
民三第147号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局 平成13年
3月30日

476 関
の
伴
い

援助に
理手続
施行に
いにつ

理手続の承認
び外国倒産処
関する規則の
記事務の取扱

馴
繩
眺
鴎

外国倒
する法
承麗援
う不動
て

平成13年
3月30日
民三第158号
高等裁判所長
官, :地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局 平成13年
3月30日

●

477 会社更生法等の施行に伴う関連政
令等の公布及び不動産登記事務等
の取扱いについて

平成15年
4月1日

Ｅ
瀞
ｆ
ｆ
ｌ

:三第156号
§等裁判所長
『，地方裁判所
筋て民事局長
i知

通知 民事局 平成15年
4月1日

478 会社更生法における更生債権者表．
等の記載方式等について記載方
法および正本交付の方法

昭和29年
9月10日

訟一第607号
の二高等裁判所
長官、地方裁判
所長あて訟廷部
長事務取扱通知

通知 総務局 昭和29年
9月10日
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480 人身保護事件の報告について 昭和23年
10月25日
訟第1441号
地方裁判所事務
局長あて訟廷課
長通知

通知 総務局 昭和23年
10月25日

481 人身保護法第二十条による事件の
通知報告について

昭和42年
1月28日
総一第25号高
等裁判所長官、
地方裁判所長あ
て総務局長通知

通知 総務局 昭和42年
1月28日

482

鵠鰐蕊置圭讓よる事件の
昭和55年
8月23日
総一第260号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて総務局長
通知

通知 総務局 昭和55年
8月23日

483 労働審判手続におけるテレビ会議
の活用に向けた取組について（行
政局長書簡）

平成30年
12月14日

也方裁判所長あ
て行政局長書簡

てりノ．

他
行政局 平成30年
12月14日

484 労働審判員の任免等について 平成17年
11月22日

三第000037号
i等裁判所長
'，地方裁判所
:あて事務総長
命通達

通達 行政局 平成17年
11月22日

485 労働審判員の任免手続等について 平成17年
11月22日

三第000038号
i等裁判所長
'，地方裁判所
:あて行政局
:，人事局長依
通達

通達 行政局 平成17年
11月22日

486 ｢ヨ
｢3
過ヨ

三訟調書通達の
昌訟事件の期日
その記載例」の

擬要等」及び
調書及び事件経
送付について

平成24年
12月14日

;三第000823号 事務
連絡
民事局 平成24年
12月14日

487 非訟事件等の手続におけるテレビ
会議システムの利用等について

p や

平成24年
12月7日

三第000819号
等裁判所長
9 地方，家庭
判所長あて民
局長，家庭局
D

， 総務局長通
D ‐

通達 民事局 平成26年
3月14日

488 非訟事件の期日調書及び事件経過
表の様式及び記載方法について

平成24年
12月14日

三第000818号
等裁判所長
，地方裁判所
あて民事局
1，総務局長通

通達 民事局 平成24年
12月14日

489 罹災都市借地借家臨時処理事件の
取扱いについて

昭和27年
5月23日
民事甲第81号
民事局長事務代
理回答

回答 民事局 昭和27年
5月23日

490 過料に処せられるべき法令違反行
為を行った者を発見した場合の通
知について

昭和31年
7月4日
民事甲第214
号高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局 昭和31年
7月4日

491
雪煙

聖＝料
西 画』

手U牛の取扱について

､

昭和35年
2月13日

忌三第72号高
亭裁判所長官、
也方裁判所長あ
E民事局長
量部長通知

、 訟

通知 民事局 昭和35年
2月13日

犀Z
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493 鑑定委員会の構成およびその運営
について

昭和42年
2月27日
民二第199号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局 昭和42年
2月27日

494 鑑定委員となるべき者の選任につ
いて

平成4年7
月8日
昊二第190号
也方裁判所長あ
て事務錘長通達

通達 民事局 平成25年
9月24日

495 鑑定委員に対する日当等の支給に
ついて

平成4年7
月8日
晃二第193号
笥等裁判所長
言，地方裁判所
受あて民事局
蔓，総務局長，
曝理局信蒲窪

通達 民事局 平成25年
9月24日

496 宿ｴ巴ｦF融季汗の中ユチ叡科叩謹1”

算定の基礎となる借地権の目的の
土地の価額の算定基準について

昭和42年
4月14日
忌二第334号
訂等裁判所長
ﾖ、地方裁判所
量あて民事局長
固知

通知 民事局 昭和42年
4月14日

497 競・‘公売に関する証明書の交付に
ついて

昭和42年
5月8日

鳥二第390号
也方裁判所長あ
ご民事局長通知

通知 民事局 昭和42年
5月8日

498 防火地域等の指定に関する証明書
の交付について

昭和42年
6月16日
民二第542号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局 昭和42年
6月16日

499 民事調停官及び家事調停官の任免
等について

平成15年
12月3日
人任A第9号高
等裁判所長官 9
地方，家庭裁判
所長あて事務総
鳫彌達

通達 人事局 平成24年
11月1日

500 民事調停官及び家事調停官の執務
日の指定等について

平成15年
12月3日

人
也
断
言
垂

任
方
長
通

A第10号
，家庭裁判
あて人事局
達

通達 人事局 平成15年
12月3日

501 民事調停委員及び家事調停委員の
任免等について

、 '

平成16年
7月22日
晃二第288号
奇等裁判所長
言，地方裁判所
蔓，家庭裁判所
皇あて事務総長
友命通達

通達 民事局 平成24年
12月10日

502 民事調停委員及び家事調停委員の
任免手続等について
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二第289号
等裁判所長
，地方裁判所
，家庭裁判所
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て民事局
家庭局長，
事局長依命通

通達 民事局 平成24年
12月10日

503 民事調停委員及び家事
対する高等裁判所長官雲

停委員に
彰

平成29年
4月28日
是二第1461
号高等裁判所長
言あて事務総長
閨達

通達 民事局 平成29年
4月28日

504 民事調停委員及び家事調停委員に
対する地方裁判所長表彰又は家庭
裁判所長表彰について

平成1年4
月1日
民二第844号
地方，家庭裁判
所長あて事務総
長通達

通達 犀墓局 平成29年
4月28日

505 民事調
る疑義
享規則第六条の運用に関す
こついて

昭和41年
7月18日

:二第518号
:事局長回答

回答 民事局
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判41年
18日


